
特集：「企業環境の変化と対応」
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もちろん議論も大切ですが、単なる流行として「環境」が語られているので

あれば意味のないことで嵐私たちデンソーには、語るだけでなく、それを

解決する具体的な技術があります。環境への負荷が小さいCO2を冷媒とする

エコキュート、ディーゼルエンジンの燃費効率の向上や排出ガスを削減する
システムの開発そして環境にやさしいクルマを支え・電子制御瀟酷鯵

私たちは、すでに、いくつもの成果を世の中に送りだしてきました。クルマ

づくりに広く携わり培ってきた知識とノウハウで、デンソーはクルマと

人と環境が共生できる未来へ、確かな技術で答えを出していきます。
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労使相互信頼とは

　　　中部産政研

前理事長束　　正元

　戦後最長の景気拡大にも終止符が打たれ、

経済環境が大変厳しくなってきた。1年前、

誰がこれほどの状況を予測したであろうか。

改めて変化の速さ、予測の難しさを実感す

る。このような時には、慌てふためくのでは

なく、今まで以上に足元をしっかり見つめ強

化し、長期的な視野で行動することが肝要で

あり、それには労使相互信頼をベースにした

労使関係がきわめて重要である。多くの先輩

から教えられ、自らの経験も含めて、思うと

ころを述べてみたい。

　労使は同じ舟に乗った運命共同体であると

の話を耳にする。この認識は歴史から生まれ

たものと思う。戦後、労働組合が多く結成さ

れたが、多くの労使が対立の関係を経験して

いる。トヨタも例外ではなく、昭和24年の経

済統制政策（ドッジライン）により、倒産の

危機に瀕した。お互いの努力も空しく、相互

の理解不足もあって、2ヶ月間にわたる激し

い闘争が続いた。結果、1500人の人員整理と

社長はじめ数名の役員退任で収束。その後も

数年間は闘争を繰り返し、対立の関係が続い

た。そうした中で朝鮮戦争特需が起こり、何

とか息をつくことができた。この特需が無け

れば、対立の状態が続く中では、トヨタはこ

の世に存在し得なかったかもしれない。この

間、闘争（対立）からは何も生まれずお互い

に疲弊するだけという意識が労使の間に強く

なり、大変な努力により、労使相互信頼を

ベースにした労使宣言が結ばれた。その後直

面した幾多の困難も、組合は生産性向上に努

力し、会社は雇用を守り労働条件の維持向上

に努力するという、相互信頼を実践すること

で乗り越え発展してきた。　「闘争からは何も

生まれない」　「労使相互信頼で難局を乗り切

り発展してきた」といった体験を通じて、運

命共同体の認識ができたと考える。

　しかしここで正しく理解しなければならな

いことがある。一つは、相互信頼を実行する

上での考え方である。相互信頼とは、お互い

が相手の目的達成のために努力をしあうこと

であり、労使で決めたことが日常の中で実行

されて始めて信頼関係が築かれる。正しく理

解し、実践することは簡単なことではない。

知らず知らずのうちに、自らの目的達成のた
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めに相互信頼を使ってみたり、労使で決めら

れたことが職場の隅々でおざなりになってい

たりするなど、時の流れと共にこうしたこと

が起こっていないか危惧される。今一度自ら

を見つめ直すことが必要であろう。

　二つ目は、相互信頼が変質していないかと

いう点。お互いの「立ち位置」をしっかりわ

きまえ、それぞれの立場で言うべきことを

はっきり言い、徹底した議論の中から、理解

しあい行動する。これが相互信頼を継続する

上での基盤である。信頼関係ができているか

ら、　「分かっている筈だ、分かってくれるだ

ろう」と解釈し、こちらの立場・主張や相手

にとって耳障りなことをはっきり言わないと

いうことが起こっていないだろうか。これは

必ず、労使もたれあいの関係になり、ひいて

は相互信頼を壊すことにつながる。これも、

知らず知らずのうちに陥りやすいことであ

り、とりわけ労働組合が意識しなければなら

ないことであろう。労使相互信頼の関係を正

しく理解し実践することが、難局を乗り越え

る大きな力になることについて、改めて認識

を深めたい。

　現在、労使は共に厳しい局面を迎えてお

り、労使相互信頼に基づいた行動を実践する

ことが大変重要である。具体的には、①現状

と情報を共有し、施策について労使が理解・

納得する、②従業員（組合員）にそのことを丁

寧に説明し、理解を図り実行に移す、③職場

において決めたとおりに実行されているかを

確認し、されていなければ原因をつかみ対策

を打つ、などが重要である。どれも当たり前

のことであるが、厳しい環境の中で実行する

のは生易しいことではない。よほど心しない

と、押し付けや一方的なコミュニケーショ

ンになる可能性が高い。人を大切にするとの

思いがこもった施策になっているかも重要で

ある。難局を乗り越えるのだから、それが厳

しく苦しいことになるのは仕方のない面もあ

る。しかし些細なことでも、働く人をおもん

ばかっている内容になっているか、これはモ

チベーションの維持・向上に極めて大きく影

響する。厳しいときには、モチベーションが

低下しがちだからこそ、意識しなければなら

ない点である。成果を上げるには、何よりも

働く人のモチベーションをどれだけ高めるか

にかかっている。是非心すべきことである。

　三つ目は、結果を急ぐあまり、強引なこと

や限度を越えたことをやっていないかという

点。スピードを持って結果を出すには、強い

リーダーシップが必要であり強引な面が出る

場合もあるが、ただ行きすぎて「問答無用、

文句を言うな」の雰囲気になることが往々に

してある。こうなると間違いなくモチベー

ションは下がって、結果につながらない。厳

しい時・苦しい時こそ、実直で丁寧なコミュ

ニケーション、人の気持ちを大切にした施策

が必要である。この点は、会社はもちろん、

労働組合が果たすべき役割も極めて大きい。

　以上申し上げたことは全て、　「お互いが相

手の目的達成のために努力しあう」、　「労使

で決めたことは日常の中で実行されることに

より信頼関係が築かれる」、といった労使相

互信頼の考えにつながる。これまで多くの日

本の企業は、幾多の難局を乗り越え成長を遂

げて来た。正にピンチを成長のチャンスに変

えてきた。その大きな原動力は、労使相互信

頼をベースにした労使関係である。今後の労

使の頑張りに大いに期待したい。
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　8月末にて理事長を退任した。2年間の在

任中、微力ではあったが、私なりに精一杯務

めさせていただいた。　「労働の価値を高める

働き方実現に向けた労使の役割」　「グローバ

ル化時代のホワイトカラー職場マネジメント

のあり方」など、現実を把握・分析し、将来

を見据えた具体的な提言もできたと思う。そ

して会員企業労使の皆さんのお役にも立った

のではないかと感じている。20周年の記念行

事も皆さんのご協力で、歴史・事業の意義に

ついて改めて認識を深め、今後の進むべき方

向性も示すことができた。産政塾活動では、

素直で前向きな情熱とチームワークを大切に

する姿勢を備えた若手リーダーに数多く接す

ることができ、心強く感じた。塾での活動を

通じて一回り大きく成長され、今後さらに大

きく羽ばたくと期待している。最後に、顧

問・研究員の皆さんはじめ関係各位の皆さん

にも感謝を申し上げ、挨拶としたい。
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瞬］中部産政研設立20周年記念セミナー

海外日本企業の

人材形成

輸出依存度の低い日本

　日本経済は過度に輸出依存が高いため国内

需要をもっと拡大しなければ、との議論がこ

れまで幾度となく行われてきた。海外からも

内需拡大を要請され、政治の場面でもそれが

唱えられてきた。日本経済は輸出に過度に依

存し大きな貿易黒字を現出している、と思い

込まされてきた。しかし現実は、日本は先進

国の中でも最も内需依存の高い国である。こ

れほど輸出が少ない国は少ない。世界の先進

主要国の中で、輸出依存の格段に低い国が二

つある。アメリカと日本がほぼ同等で、対

GDP比で見ると、どちらも10％近くである。

アメリカは資源国だから当然ではあるが、資

源のない日本が先進国の中でも他に類を見な

いほど低い。ドイツは35～36％と高く、普通

の国で2割から3割、アジアの中でも例えば

タイは6～7割にもなる。韓国にいたっても

4割である。中にはGDPの2～3倍の国もあ

る。それは三角貿易の香港とかシンガポール

である。

海外投資からの所得

法政大学　名誉教授

小池和男
では、日本の巨額な国際収支黒字がどこから

来ているかというと、それは海外投資からの

ものである。海外投資というのは二つあっ

て、最も多いのは証券投資。アメリカ国債の

購入や他国企業株式の購入などの証券投資

（ポートフォリオインベストメント）で、そ

れらからのリターンが依然として多い。しか

し最近はもう一つの海外直接投資からの所得

が、かなり伸びている。今後は海外直接投資

から来る所得がかなり日本の暮らしを支えて

いくことになる。ところが、日本の海外直接

投資の効率はあまり良くないと思われてき

た。これまで様々な研究がなされてきたもの

の、それが定説とされてきた。海外企業はほ

とんど非上場であるため、バランスシートが

公開されていない。そこでやむなく、雇用の

増減をみるなどして投資効率を探ってきた。

効率が悪ければ、少なくとも雇用が伸びない

であろうとの判断からである。

収益率の国際比較

　日本の海外企業の効率性が果たして他国と

比べて異常に低いのかどうか、その検討に入

りたい。収益率の計算には、a海外直接投資
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の大きさと、b．そこからの収益額が判らなけ

ればならない。IMF（国際通貨基金）が各国

からの報告を集計した統計がある。それに

より1996年以降、海外企業の収益率を国際

的に比較できるようになった。a海外直接投

資残高は、IMF統計の直接投資残高（Direct

investment　abroad）の数値を、　b．海外直接

投資からの収益は、海外直接投資からの所得

（Credit，　direct　investment　income）の数値

を用いることができる。bをaで割れば収益

率がわかる。各国によって統計の差異が少な

からず存在するため、比較は容易ではない

が、大まかな国際比較は可能である。IMF統

計の海外直接投資からの所得には、　「b1配

当あるいは支払われたその事業所の利益」

「b2再投資あるいは内部留保」　「b3利子収

入」の3要素から成っている。比較検討する

国から行われるIMFへの報告に、上の3要素

の数字がすべて正確に反映されているとは限

らないため、比較検討する欧米諸国すべてを

一
つの図表で比較することは怪しくなる。そ

こで、日本と欧米の個々の国で比較した。

統計の数値のベースが同じになるようにして

比較したのが図1～図5である。

図1直接投資収益率の日英比較
凡例

a；海外直接投資残高

b：海外直接投資からの所得

　b1：配当あるいは支払われた

　　その事業所の利益

　b2：再投資あるいは内部留保1

（b3；利子収入、少ない）
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　日本はイギリスと比べると、収益率ははる

かに低い。イギリスの長い海外直接投資の歴

史を反映したものと言っても良く、定説どお

りであった。日本とアメリカと比較すると、

イギリスとの差と比べればはるかに少ない。

ほぼ同水準となっている年もある。日本とド

イツを比べると、2000年を過ぎてから日本は

ドイツを上回っている。日本の収益率がドイ

ツと比べて、特段高いとは言い切れないが、

低いとも言えない。次にイギリスと並んで海

外植民地が多く、海外投資の長い歴史のある

フランスと比較すると、日本は収益率で抜い

たようである。またイタリアと比較すると、

明らかに日本の方が上回っている。海外直接

投資額が大きい国は、昔から植民地を大規模

に展開している国で、No．　1はイギリスで、次

が負けず劣らずフランス。ドイツと日本は敗

戦によって、完全に没収されたため、植民地

は少ない。その後、一からの出直しであっ

た。

二度の後発となった日本

　ちなみに、日本は二重の意味で後発国であ

る。日本の主要産業の主要企業が海外直接投

資を活発化したのは、1920年代初期の第一次

大戦直後である。当時の日本のNo．　1の産業は

紡績だった。10大紡績のうち実に8社が中国

に進出した。それもほとんど上海地区だっ

た。これより早い時期に中国進出を果たした

のは、イギリス、ドイツ、アメリカだった。

もともと中国で最初に工場を建てる権利を

取った国は日本だった。それは、日清戦争の

講和条約（下関条約）によるものだった。し

かし、当時の日本の紡績企業の経営者たち

が、進出に二の足を踏んでしまった。進出す

ると危ないかもしれないので、輸出にしてお

こうかなどと、長い年数の間ためらっている

うちに、いち早く欧米の4企業が上海に直接

投資した。なぜ上海かというと、租界があっ

たためである。これより相当前に中国でアヘ

ン戦争があったが、とくにイギリスの圧倒的

な武力で先進国側が勝利し、その後の不平等

条約によって中国各地の条約港に外国人居留

地である「租界」が生まれ、その中心地が上

海だった。租界は行政自治権や治外法権を

持っていた。上海は、それまで人口数千人の

小さな町であったが、戦前ではアジア最大の

都市になった。最盛期はおそらく人口400万

にも達していたがその多くは共同租界であっ

た。租界の中で一番大きいのはイギリス租

界。後にアメリカと一緒になって共同租界に

なる。他にフランス租界もある。イギリス租
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界の行政府では公用語が英語で、首長に当た

る人はもちろんイギリス人。警察署が数千も

あって、その総監がイギリス人であった。そ

ういうところに4企業は出ていった。そこか

ら20年ぐらい遅れて、日本は10大紡績のうち

7社か8社が出ていった。10大紡績以外で最

も伸びたのが豊田紡績であった。そういうふ

うにして伸びていった日本の海外投資は今よ

りも多く、推計では当時のGDPに対しておそ

らく10％を越えていただろうと言われてい

る。そのほとんど、約8割が紡績だった。し

かし戦争に負け、ほとんど没収された。余談

ながら、今までなぜ日本の紡績が後発なのに

勝ってきたかという理由は、日本軍の存在だ

との意見もある。確かに日本軍隊は上海に

2000人駐留していた。しかし上海にもっとも

大勢駐留していたのはイギリスで、7000人。

アメリカは2000人。だから9000対2000だっ

た。武力で勝てるわけがない。ところが、戦

火が激しくなって紡績の生産が落ちてきた。

その間ヨーロッパ系の紡績は大体衰退するか

中国企業に買収された。中国の民華紡も日本

の技術を取り入れたところはぐんぐん伸びて

いた。日本の紡績業は戦前では、相当海外で

活躍したが、敗戦で完全に没収された。だか

ら再び敗戦後に一から出直さなければならな

かった。非常に早い時期に出ていった。自動

車もそうだった。一番最初はタイ。サンフラ

ンシスコ条約の数年後にトヨタがタイに営業

拠点を出した。そして割と早い60年代の初期

に工場を建設した。

　海外直i接投資に関して、日本は後発だっ

た。それに比べてフランス、イギリス、アメ

リカは戦勝国だから、没収されない。しか

し、没収されなかったフランスと比べると、

日本の収益率は高くなっている。またイタリ

アと比べても高い。イタリアはドイツ、日本

と組んでいたが、最終的には連合国側につい

た。そのため北アフリカにあった植民地が没

収されず、直接投資を失わなかった。

　要するに大まかな比較ではあるが、日本の

海外直接投資は二度の後発を強いられたにも

かかわらず、96年以降を見ている限り、収益

率は欧米諸国と比べて悪くない。後発という

ことは、良い土地や良い経営資源は先発の企

業に大体押さえられているということを意味

する。そうすると頼れるのは人材しかないこ

とになる。しかし人材の中のエリートが取れ

るかというと、それもダメであった。例えば

タイ、インドネシアや中国の人が留学したが

るのは日本ではなく、英米仏となっている。

そのため、エリート人材は英米仏の進出企業

に取られてしまい、エリート人材をあてにす

ることができない。結局のところ、日本は進

出地の中堅層、庶民の中のある部分を何とか

大勢活かして行くというやり方にならざるを

得ないわけである。

　このことを頭に置いて見ていくと、日本の

海外企業の収益性はそう悪くないと言える。

それでは一体なぜなのか。私の解釈である

が、イギリスとかアメリカとかフランス、ド

イツで扱うよりも一段違ったレベルの海外活

動を日本が始めたからなのではないか。それ

が今日一一番言いたいことで、そのためにはど

ういう人材が必要だろうかということになる

わけである。

低賃金活用

　それまで海外活動というと大体、低賃金国

の活用だった。低賃金の活用については、日
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本以外の国はうまい。日本の現在の海外直接

投資を見ても、実は高賃金国中心となってい

る。人口規模を考えたら、日本の海外直接投

資先として大きいのは中国ではなくて、一番

歴史があるタイである。例えばNo．　1のバンコ

クバンクのようなタイ人の銀行ができたのは

日本人と一緒に第二次世界大戦で戦った時

だった。上海バンクをはじめヨーロッパ系や

アメリカ系の銀行を追い出して初めてタイの

銀行はできた。人口の割に一番多いのはベル

ギーとかオランダである。アメリカへの直接

投資額が大きいのは、アメリカの所得と人口

が多いためである。日本は、低賃金を活用し

ようとして海外直接投資をしていないという

ことである。

高次な段階

　生産職場で、単なる繰り返し作業だけでは

なく、品質不具合やちょっとした異常だと

か設備がちょっと動かない、といった時に

ちょっと手を貸してほしいというようなこと

をやるノウハウ、そこまで頼むというのをや

るのが知的熟練形成であるが、日本企業はこ

れをやってきた。しかし、90年代の後半ぐら

いかも知れないが、もう一段上のレベルの転

換をしたのではないか。それも高次な段階に

入っていったのではないかと思っている。高

次の段階では、製品設計に対して、製造技術

者や生産労働者の上位層が発言をする。製品

設計の初期の段階で、例えばこのような構造

設計では「うまくいかない」　「こういった不

具合が出やすい」　「こう変えた方が良い」

「こう変えてくれ」などと発言することで、

自動車に限らず電機でも行われている。デザ

インレビューという言い方で実行している。

次が生産ラインの設計である。これは本部で

すべて行えば良いではないかという意見もあ

る。例えばトヨタで言えば、元町工場にある

生産技術で全部設計して、進出国に持ってい

けば良いではないかということになるが、実

はそうはいかない。同じカローラならカロー

ラという製品でも同じ生産ラインのままでは

負ける。理由は非常に簡単で、第一に、賃金

が高い国と低い国があること。例えば同じカ

ローラをつくる場合でも、溶接工程は、タイ

ではポータブルガンが多い。日本は非常に速

いロボットでやっている。だから同じライン

とはいかない。またマーケットの大きさも違

うために、生産ラインの設計も変わる。それ

だけではなく、エルゴノミクス面も配慮しな

ければならない。人間の身体的・精神的機能

や性質に適した機械や環境を設計・開発する

ことで、日本はまだ少し遅れている。例え

ば、腰をかがめた作業を時間で何％以下にす

るといった考え方で、日本だと労働基準局に

あたる当局が基準を超えると「ノー」と言っ

てくる。このことで非常に短時間ながらスト

ライキをやられた企業もある。このようなこ

とは文言が仮にわかっていても運用はアメリ

カの州ごとに違うため微妙で、そこまで考え

て生産ラインを設計しなければならない。そ

うすると世界中を相手に設計をしている元町

といえども、すべてを考慮してとはいかない

し、あらゆることを管理しなければならなく

なる。これは非常に難しい。それぞれの国の

生産技術者なり製造技術者と連携してやらざ

るを得ない。それを育てなければならない。

またそれぞれの国で自分の国でつくった部品

を何％以上使いなさいというローカルコンテ

ンツへも対応しなければならない。以上のよ
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うなことがあるため、生産ラインはその土地

の技術者と一緒になって少しずつ変えていか

ざるを得ない。単なる繰り返し作業ばかりで

はなく、ちょっとした品質不具合や、設備の

ちょっとした調整などにも対処するといった

一段前の知的熟練のレベルもある。なかでも

特に、　「製品設計への発言」や「生産ライン

設計・構築への参加」を海外のその土地の人

がこなせるようにすることが、高次の段階で

必要となる。

聞き取りに基づく分業表による比較

　それをどういうふうにして調べたかという

と、同じ人に日を変えて2度、1時間～2時

間ぐらい話を聞く。その時も○×で質問す

るのではなく、大まかな論点を事前に用意

し、相手の話しに乗って質問し、　「それは何

時？」　「最近の例は何？」　「どうしてそう

なったのか」と聞いていくわけである。対象

は、最終組立と車体の製造技術者、職長、長

期派遣者であった。この中で、製造技術者と

職長は現地の人になるし、長期派遣者は日本

人ということになる。さらに人事担当の長期

派遣者と、可能な場合は人事を担当している

進出国の人にも話を聞いた。製品の構想設計

から最後の段階までなるべく細かい段階に分

け、そこで中心になっている人は誰、いつも

出ている人、中心責任者ではないけれどいつ

も出ている人は誰、時々出る人は誰というよ

うに、主役と脇役を聞いて簡単に一覧表にし

て、アメリカ、イギリス、タイを比べた。仕

事の流れにそって主要な段階を取り上げた。

構想設計、生産ライン設計、設備の確認、量

産試作、初期流動期間、量産の各段階であ

る。それぞれの場面における主役と脇役を確

認して分業表としたのである。相当大きな表

になる。主な担当者A、参加者B、やや副の

役割の参加者Cというように分業の状況を記

入していったのである。例えば、車体ライン

における量産段階で設備の不具合が起こった

場合、設備の原位置復帰やロボットの調節と

か、溶接棒の点検などを誰が主役・脇役で

分業表の例：NUMMI・英トヨタ・タイトヨタの車体工場
l　k　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

日　本　　　　　）　　　　　　　　　　　現　地　　　　）
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やっているかを記入していく。トヨタ自動

車のイギリスのダービー工場、アメリカの

NUMMI、タイの第一工場で比較した。どれ

もトヨタの海外工場では比較的古いところを

選定した。愛知県の高齢者研究会でトヨタの

磯村巌氏とご一緒したことがあり、大いに議

論した。その時のご縁で、調査のことをお話

ししてご了解いただき、進めた。一番最初

に調べたのはNUMMIで、91，92年に実施し

た。当時、たまたまスタンフォード大学で授

業をしていて、車で30分のところにNUMMI

があったので、お願いして20～30回ほど通っ

た。

　NUMMI、ダービー、タイで聞き取りした

結果をまとめてみると、ほぼ8割の項目で共

通になっていた。トヨタ本体の一貫した方針

が伝わっていることが感じられる。製造技術

者は、製品設計に積極的に発言し提案もして

いたし、生産ラインの設計・構築に積極的に

参加していた。また3工場のパイロットチー

ムは皆、日本の支援工場に来た時、上記のよ

うな活動に生き生きと参加していた。それか

ら生産労働者の上の層の半分は、品質や設計

の異状など、問題処理や変化への対応をある

程度行っていた。これだけ共通1生が大きいこ

とを指摘したものは、これまでどの教科書に

も、研究書にもない。かなり革新的なテクノ

ロジーの一つだと思う。アメリカ、イギリ

ス、アジアでそれぞれ、文化や伝統が異なる

ところで、行われるようになっている。日本

の高次な海外活動の普遍性を示唆するもので

はないかと思う。そして、日本の海外企業の

優i位性は、簡単に追いつくことはできないの

ではないかと思っている。それは日本のやり

方がわかったとしてもそれを実施するには時

間がかかるからである。

差異点

　アメリカ、イギリス、タイの3工場での共

通点は8割あるが、違いも少し存在してい

る。製品設計と生産ライン設計に対して積極

的に発言・提案・参加という項目について

は、タイ工場のほうが、ダービーやNUMMI

よりも少し上になっている。また生産労働者

の経験の幅についても、タイの生産労働者の

方が少し上回っている。例えば、品質不具合

の検出は、タイの場合、肩書きのない普通の

チームメンバーが行っている場合が多い。タ

イのチームメンバーは半分が期間工である。

3年ぐらい経つとどんどん上に上げる。97年

の8月以来期間工が猛烈に多くなっており、

その活動をするのが正社員とは限らない。と

ころがNUMMIとダービーでは、チームメン

バーが行うが、品質専門の人や、ラインの中

のチームリーダーが行っている。また溶接棒

の点検と取り替えは、タイでは普通のブルー

カラーの人がやるのだが、他はチームリー

ダーがやっている。3つの工場で少し違って

いる。

常識的な要因

　経済の発展段階から言えば、アメリカ、イ

ギリスが断然上なのに、タイが少し上回って

いる理由はなぜか。それは庶民教育の普及に

よるところが大きいのではないかと思ってい

る。生産現場の労働者の半分上の層が、言わ

れたとおり以外のこともするには、多少の自

学自習が必要で、ある程度の学校教育が欠

かせない。9年から12年の学校教育の有用性

は、1960年70年代の日本の経験から言えるこ
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とである。日本の様々な職場調査を見ると、

生産現場でそのような行動が見られ始めたの

は、1960年代からであった。これは自動車産

業のみならず他産業でも見られた。そして当

時の生産現場のブルーカラーの主な学歴は中

卒だった。タイ、とくにバンコク地区では教

育レベルが上がっている。80年代の半ばに調

査したときの教育水準から大きく上回ってい

ると思われる。

　次に労使関係が大きく影響しているのでは

ないかと言われてきた。影響がゼロではない

が、アメリカ、イギリス、タイの3工場の状

況を見る限り、必ずしもそうではない。ブ

ルーカラーの賃金については、タイとイギリ

スは日本の生産職場と同じような査定をちゃ

んと適用している。イギリスの全部がそう

なっているわけではないが、徐々に広まって

きている。日本は人事部の査定のガイドライ

ンに従って査定が行われるが、アメリカのホ

ワイトカラーの査定は日本よりずっと差がつ

かず、ほとんど4と3に95％が入ってしまう

という。話をブルーカラーに限定すると、査

定の適用がうまくいくと、タイとイギリスの

差はそれで説明できない。NUMMIは査定が

ない。それにもかかわらずアメリカの労働者

はよく働く。ブルーカラーの昇進は何で決ま

るかというと、日本は大体査定で決まり、タ

イもイギリスも多分そうである。ところがア

メリカは完全に勤続順である。査定がないの

で、入社年月日順である。ただし、チーム

リーダーやパイロットへの選抜では、希望者

が手を挙げることがあるが、その後は入社年

月日で決まってしまう。職長は良くできる人

に手を上げてほしいと頼むこともあるが、本

人がそう思わなかったら何ともならない。労

使関係要因としてはNUMMIが一番つらいは

ずなのだが、イギリスよりちょっと良い。そ

うすると一体どういう要因なのか。

長期の効果　最大の要因

　3工場の生産開始年はともに古いが、中で

もタイが最も古く1964年で、とにかく歴史が

ある。出資比率は実質全部トヨタ。NUMMI

だけ50：50で、代々の社長始め主要なポスト

は全部トヨタとなっている。タイは完全に

100％トヨタではなく、二番目の株主はタイ

国王が40％の株を持っている最大企業集団の

サイアムグループで、第三位が銀行No．　1のバ

ンコクバンク。常勤取締役が設立当初からノ

ンジャパニーズだったのがイギリスである。

タイの常勤取締役8人のうち5人がタイ人で

社長と出向副社長以外は全部タイ人である。

しかも会長はサイアムセメントから来た人

で、それ以外は生え抜きである。それもチュ

ラロンコーン大学工学部卒で勤続20年以上。

チュラロンコーン大学というのは、日本でい

うと東大十京大ぐらいの大学で、戦前唯一工

学部があった。チュラロンコーンというのは

バンコクの中心の大地主で、日本の明治天皇

と同時期の王様である。そこの工学部は一流

で、その優等生は大体サイアムセメントに入

社する。タイトヨタに70年代半ばから勤めた

人が勤続20年ぐらいになって常勤取締役に就

任している。タイ向きに変えたわけではな

く、ちゃんと20年間きちっと勤めてもらって

常勤取締役にしたわけである。

日本方式の持ち味

要するに日本方式の持ち味は何かという

と、エリート中心というよりは、庶民の中の
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比較的良い部分を上手に育てあげ、製造技術

者や生産技術者の上位層をうまく活用してい

る点である。しかし活用できるようになるに

は非常に時間がかかる。エリートを活用する

場合だと、1～2年経験させて抜擢すれば済

む。しかし中堅層はそうはいかない。例えば

ブルーカラーの上位10％の人を育てるには職

場の15の仕事のうち7つか8を半年か1年経験

しておかないとならない。エリートなら小人

数なので、家に呼んで親密な口頭説明が可能

である。　「あなたに希望をかけている」と

かなんとか言えば済む。エリートだと1年か

2年で先例を作れる。しかし中堅層は人数が

多いので、親密な口頭説明がなかなかできな

い。時間がかかり、それを持ちこたえられる

のか。またエリート層はすでに英米仏が囲い

込んでしまっているので、あてにはできな

い。

　中堅層に着目する方式は、日本にとって有

利な面がある。それは日本国内のこれまでの

良質な方式を活かすという利点である。日本

の中堅層は、18世紀後半からのすばらしい庶

民教育によって形成されてきた。生産現場で

相当に面倒な役割までも生産労働者が担える

のは、庶民教育によって彼らの知的レベルが

高いからである。それを日本は海外でも広げ

てきた。タイでうまくいっているのも、庶民

教育レベルが高いことを背景に日本の方式を

活用しているからである。

示されたこと

　トヨタの3工場の比較分析結果は、海外企

業における人材形成に対してどのような意味

合いをもつのであろうか。日本の方式がbest

practiceであり、多くの国の企業でも採用さ

れ、そうできなければ競争から脱落してしま

うのか。それとも、国々によって考え方や行

動様式が異なるため、多国籍企業といえども

それを考慮しなければ、その国の人の良い働

きを引き出せず、競争に敗れてしまうのか。

この論争は長く行われてきた。

　自分の国の方式の中の核心となる要素は、

どんなにコストと時間がかかろうとも断固と

移転することである。核心ではないと判断で

きる要素は、大きなコストをかけてまで移転

させない。企業としての戦略は、どの要素を

核心とするのかを決め、その移転可能性を確

信して進めることである。今回の比較研究で

言えば、製品設計なり生産ラインの設計や生

産職場での問題・異常・変化に対して、ブ

ルーカラーが積極的に発言・提案・参加する

という部分が核心であろう。それを何として

もやってもらおうとすることである。一方

で、そうあればありがたいがなかなかそうは

行かない部分、例えばブルーカラーの賃金な

どに対しては、ある意味目をつぶる。そうな

れば、厚い中堅層に力点を置くことになる日

本のやり方はベストプラクティスかというこ

とになる。

　一般的に大きな変動をこなすにはエリート

型の方が良く、小さな変動をこなすには日本

の中厚型の方が良いと言われる。私は、それ

に「変化や問題を取り扱う人数」「小さな問

題が発生する頻度」を加えて考慮すべきだと

思う。例えば「どこの国に工場を建てるか」

「どこの国から撤退するか」といった大きな

問題と、職場の中で設備をどこに置くのかと

か、ロボットがうまく動かない時に誰が手を

出すか、といったような小さな問題につい

て、取り扱う人数と発生頻度を考えて収益へ
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の影響度合いを想定してみる。エリートが取

り扱う「どこの国へ出ていくか、どこの国か

ら撤退するか」というのはとても大きな問題

で、収益に大きく影響する。しかしその起こ

る頻度や決定に関わる人数は少ない。それに

比べて小さな問題は絶えず起こり、関わる人

数も多い。そうすると案外、中堅層の利潤へ

の影響は小さくない。

　エリートの役割はもちろん大事であるが、

海外のエリートはどうしても先に囲いこまれ

ている。今後、収益源の大きな部分は海外で

あるが、海外のエリートは取り込もうとして

も、先に取られたりする。そこで中堅層がエ

リートの役割を肩代わりできなければ、日本

の方式はうまくいかないことになってしま

う。しかし、エリートも中堅層の知恵に依存

する割合がかなり大きいのではないかと思

う。つまりどこの国に進出するか、どこから

撤退するかも、中堅層のアイデア・提案を

ベースにすることが多いかも知れない。それ

らの提案や影響がある限り、エリートでなけ

ればできない面は残るであろうが、それほど

大きなものと言えるであろうか。

　日本の得意技をそれなりに少し持ちこたえ

ることが必要だと思う。うまくいっている企

業を買収すれば良いではないかという意見も

ある。しかし、買収した企業の競争力をその

後も発揮させるためには、長期の人材開発が

必要であり、それが長続きできるかが問題と

なる。だからこのことを私はあまり心配して

いない。むしろ日本の最大の危険性は、日本

自身が自分の良さを見失い、「日本のやり方

は駄目では」と思い込んで変えていくことで

ある。

（文責：事務局）

※詳しい内容はr海外日本企業の人材育成』

　として東洋経済新報社より、本年3月に発

　刊されている。
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睡重［亘］中部産政研設立20周年記念セミナー

企業経営と人づくり

と　き　2008年6月5日

ところ　名鉄トヨタホテル

　中部産政研設立20周年、お祝い申し上げま

す。

　本日は「企業経営と人づくり」というテー

マで、今私共はどういう経営環境にあり、ど

のような考えをもってやっているのか、そし

て人材についてどう考えているのか、この2

点についてお話ししたいと思います。

〈経営計画〉

　トヨタは経営計画を立てる際、長期と中期

と短期の3つに分けて考えている。長期は5

年か10年に一回ぐらい、長期的な方向性を示

すという意味で策定している。最新のものは

昨年の暮れの「グローバルビジョン2020」。

2020年に向かって産業界はモノづくりと自然

を調和させることが大事になるということが

根底にある。その上で「クルマを進化」さ

せ、更には、クルマだけではない、他の「新

しい分野でも進化」させていく。つまり、ク

ルマとそれ以外の分野でもっと明るい未来を

目指し、成長を果たしていくということであ

る。そして「町いちばんの企業」　「地球にい

ちばんの企業」になることを目指す。現在ト

灘

トヨタ自動車㈱

取締役副社長

木　下　光　男

ヨタは世界26力国の53の工場でオペレーショ

ンをやっているが、各社それぞれが、その町

いちばんの企業になるという意味。それは量

的に一番というのではなくて質的にも、ある

いはそこで働く従業員も地元から本当に愛さ

れる、そういう一社一社であってほしいし、

その集合体のグローバルトヨタが地球にいち

ばんの企業でありたいと、こういう気持ちを

込めて「町にいちばん」　「地球にいちばん」

という標語を作った。　「グローバルビジョン

2020」に基づき、我々の力で未来を切り開い

ていけばきっと明るいものになるだろう、そ

のポイントは自然との調和、さらに地域との

密着。これが長期的な方向性である。

　二つ目が、5年ぐらい先までを見通した中

期的な経営計画で、　「グローバルマスタープ

ラン」である。2年に一回の策定で、最新の

ものが2012年に向けた「グローバルマスター

プラン」である。様々な調査と検討の結果、

これから5年先は、地域別・年別に凹凸は多

少あるものの、おしなべて安定的な成長が続

けられるのではないかと見ている。グローバ

ル市場は、01年の5，730万台が07年には7，175

一 15一



万台となった。今後の5年先については、昨

年末ごろから少し怪しげな雰囲気が出てきた

ので、安定成長とリスクケースの二つに分け

て想定した。安定成長シナリオは、これまで

の市場の伸びが今後も継続するという見通し

であり、リスクシナリオは、成長は続くもの

の伸びが鈍化するという見通しである。いず

れにせよ、5年先も安定的に成長していくと

の見通しを立てている。

　三番目の短期計画が、毎年実施している年

次の生産販売計画（年計）と、それに基づく

収益計画GPM（グローバルプロフィットマ

ネジメント）である。昨年末に策定した年計

は、どちらかというと安定成長シナリオに近

い形のものである。トヨタの世界販売台数は

01年526万台から07年843万台へとかなりの勢

いで増えた。6年間で300万台以上なので、

毎年50万台ぐらいずつ増えてきたことにな

り、毎年富士重工が一社ずつトヨタの中に

入ってきたぐらいの感じになる。その結果、

世界シェアが9．2％から11．8％になった。08

年は、07年の843万台に対して885万台を年計

の数字として出している。40万台ぐらい増え

る。今年に入ってからは市場が厳しくなって

きており、年初の見通し885万台はかなり難

しいだろうという状況である。修正年計を策

定中だが、どのような数字を出すか一生懸命

検討しているところである。

〈経営環境の変化〉

　最近の経営環境の大きな変化を一言で言え

ば、世界の市場は先進国が振るわず、その落

ち込みを資源国・新興国でカバーしていると

いう構造、これが次第に強まっていることで

ある。昨年のアメリカ市場は1，610万台だっ

た。ところが、サブプライムローンの問題や

ガソリン価格上昇の影響が出てきている。少

し前のガソリン価格は1ドルちょっと、せい

ぜい2ドル程度だったが、今は1ガロンが

4．3ドル、2倍にもなっている。毎日を長距

離運転しているアメリカ人にとってこれは大

変である。そのためか、5月の販売実績を年

率換算すると1，430万台、昨年の1，610万台か

らかなり落ちてきている。なかでも、大きな

車が売れておらず、カローラやプリウスなど

小型の車が大変な勢いで売れている。アメリ

カ市場の中でも車種別に見て大きな変化が起

こっている。日本もガソリンが160～170円に

なってしまい、同様に大変な状況になってき

た。日米欧の先進国市場が悪く、資源国と新

興国の市場が相当伸びている。今のところは

何とか先進国の市場落ち込みを資源国と新興

国がカバーしている。この傾向は今後もっと

強くなっていくと思っている。トヨタの先進

国・資源国・新興国別の販売台数の推移を見

ると、05年は先進国で502万台販売し構成比

が69％だった。07年は台数は若干伸びたが、

構成比は63％まで落ちた。資源国・新興国は

05年が204万台、構成比28％だったが、その

後大きく伸びて、07年の構成比は34％まで上

昇した。特に中国の伸びが大きくなってい

る。この傾向は今年あるいは来年ぐらいまで

は続くのではないかと思う。

　このように状況は非常に厳しくピンチであ

るが、このピンチをチャンスに変えたいと

思っている。しかし気合だけではそうはなら

ないので、具体的な施策をとっていかねばな

らない。例えばグローバル市場の変化に対し

ては、伸びている新興国と資源国への供給量

をいかにして増やして行くかが課題となる。
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トヨタの生産拠点は、中国ではかなり供給量

を増強したが、先進国が中心になっている。

今後伸びて行く市場へいかに柔軟に商品を供

給していくか。世界的規模で生産体制の見直

しを早急に行う必要がある。それともう一つ

は商品構成である。中国や中近東では、売れ

ているレクサスやプラドといった高価格車の

供給は当面の間しっかりやるが、数年後に

は、特に中国、インド、ブラジルなどでは、

高級車だけでは成り立たないと思う。いわゆ

る低価格車が必要になってくる。これで裾野

を広げなければ、市場を確保することはでき

ない。低価格車をいかに早くその国の事情に

合った形で出していくのか。これが大きな

テーマである。トヨタはEFCをインドに投入

する予定で、ブラジルへも導入を検討中であ

る。しかし、台数が増えても収益がぐんと落

ちるのではないかとアナリストから指摘され

る。確かにEFC近辺の車だけならば販売台数

は増えるが、収益率は落ちる。しかし、大き

な車だけを作って収益を上げるのではなく、

小さな安い車を作る力を養い蓄積していく大

きなチャンスだと思っている。EFCがもし成

功すれば、そこで培った力はその上のビオ

ス、ヤリスあるいはカローラにも適用でき

る。そうなると、もっと原価の安い車が作れ

る。そういった力をつけるという思いで今、

EFCに力を入れている。ある意味、ピンチを

チャンスに変える手段の一つになるのではな

いかと思う。

　二番目の問題は、鉄、石油製品、貴金属、

等々の原材料の高騰である。ここ3～4年の

間に価格が上昇し始め、台あたり約6万円に

も達する。これまでは私共と仕入先の皆さん

のご尽力で吸収してきた。しかし最近の価格

上昇は激しくて、音を上げてしまうほどで

ある。原油価格は、バレル100ドルのころに

は、実需としては60ドル程度ではないかと言

われていた。従来の先進国に中国をはじめと

した新興国の需要が加わって全体の消費が増

えたために、実需は確かに上昇している。し

かし、その水準は60～70ドル程度、上乗せ部

分の30～40ドルは空気の部分なので、そのう

ち爆ぜるだろうと言われていた。しかし現在

は120、130ドルとなってきている。今後さら

に上がり続けるとは思っていないが、逆に元

の30、40ドルに戻ることもあり得ないと思

う。ある程度高い水準がこれからは続くとい

う前提で、鉄板の使用量を減らす工夫をする

など従来と違った見方で様々な原価低減策を

講じている。トヨタグループは他の企業集団

と比べるとコミュニケーションと結束力が大

変強い、それが最大の強みの一つだと確信し

ている。そういった意味でも原材料高という

のは大変なピンチだが、我々の強みであるグ

ループの力、取引先の皆さんとの結束力を十

分に発揮して、なんとかピンチをチャンスに変

えていこうと、今努力しているところである。

　もう一つは為替の問題。今期の決算の見通

しを、1ドル100円の前提で公表した。その

結果いろんな条件を含めると3割ぐらい減益
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になる見込みである。為替レートの変動1円

で約400億円の影響が出るので、15円の円高

で6000億円の減益という相当大きな影響があ

る。これまで策を何も打たなかったわけでは

ない。基本的には需要のあるところで生産す

るとの方針でやってきた。国を跨がないのだ

から、為替の影響を受ける度合いが小さくな

る。実際に毎年いくつかの工場を世界中でつ

くってきた。その結果、為替がトヨタの経営

に与える度合いが相対的に減っている。減っ

てはいるが、全体のボリュームが増えている

ために、以前は1円で300億円だったものが

350億円になり、最近は400億円となってし

まっている。事業規模が膨らめば膨らむほど

為替変動の影響度が大きくなるということ

で、これも大変大きなピンチではあるが、な

んとか着実に需要のあるところで生産をして

いき、様々な努力をして影響を吸収していき

たいと思っている。

　以上のように、今私共を取り巻く経営環境

の中には大変厳しいものがある。現在のピン

チをチャンスに変えるポイントは何かという

と、この機会に社内の仕事の仕方を基本に戻

すということだと強く思っている。01年、02

年から昨年あたりまでの生産販売台数の伸び

は極めて急だった。いろんな会社と合併して

伸びてきたのではなく、一社でこれだけ毎年

しかも長い間伸びてきたことは、かなり急な

成長だったと思う。その結果、時間に間に合

わせるために仕事の基本を忘れるとかお金で

時間を買うといった風潮が、もしかしたら芽

生えてきているのではないかと心配してい

る。成長が長く続くとどうしても緩みがちで

ある。不幸にして3割の減益の見通しを発表

し、生産販売台数も07年ほどの勢いで今年は

増えないかも知れず、修正年計で減るかも知

れない。この機会に時間やタイミングばかり

追わずに、きっちりとした仕事をやれるよう

全社で頑張っていくことが、ピンチをチャン

スに変える一番のポイントだと思っている。

　もう一つ触れておきたいのは環境問題。地

球の温暖化問題あるいはエネルギー問題への

対応なくして我々自動車産業の未来はないと

いうことは、いろんな場で申し上げている。

ポイントは三つある。一つは研究開発。これ

はサステイナブルモビリティ。エネルギーを

余り使わない商品をもっと開発する。次がモ

ノづくりの面での、サステイナブルプラン

ト。先々週に堤工場での取り組みを発表し

た。植林を進め、太陽光エネルギーももっと

使って工場でもエネルギーを使わないように

するというモノづくりの面での取り組み。そ

して三番目が社会貢献活動。日本だけではな

く世界中で、環境の大切さの啓発活動をする

必要があり、既に実行している。この三本柱

で環境問題に取り組むのに加え、相当な数の

エンジニアを中心にした人材が必要であり、

2010年までにエンジニアの数を相当数増やす

計画を進めている。これは2～3年前から取

り組んでいて、現在は相当な勢いで採用活動

を行っている。環境問題や世界的な競争に対

応するためのもので、採用してもすぐに戦力

となるわけではないので、4～5年かけて進

めようということである。

　環境問題が自動車の直接のビジネスに与

える影響というのは、我々の想定以上のス

ピードで現れている。例えばヨーロッパは

CO2に非常に熱心だが、自動車販売に対す

るCO2規制が今年から始まった。車から排

出されるCO　2を平均で140　g／㎞に抑えるとの
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規制が、08年から欧州メーカーに適用され、

輸入車メーカーは来年からとなっている。こ

れは単なる規制という問題だけではなく、各

国でそれにまつわる様々なインセンティブや

ペナルティーが実際に発生している。フラン

スの例では、140g近辺のところはインセン

ティブもペナルティーもない。排出量をカテ

ゴリーに分け、低いところはインセンティブ

を与え、高いところはペナルティーを課すと

いうことになっている。例えばCO2が101～

120というカテゴリー、ここにはプリウスや

ヨーロッパでつくっているアイゴ、それから

日本のヴィッツに相当するヤリスこれがここ

に入るが、インセンティブが700ユーロ。今

のレートでは10万円となる。排出量が多い

201～250のカテゴリーでは、1600ユーロのペ

ナルティーで、大体25万円。このカテゴリー

にはプラドが入っている。したがってこの

CO2というのは単に排出削減という概念だ

けではなく、またEU議会での議論にとどま

るだけではなく、我々のビジネスに直接的に

影響してきている。日本メーカーへの適用は

来年からで、2010年には現在の140gが120g

になる見込みである。そこで特にハイブリッ

トは相当先行していると自負しているが、ト

ヨタの環境技術を活かす必要が出てきた。ピ

ンチをチャンスにする大きな機会だと前向き

に捉えて積極的に対応していきたいと思う。

トヨタの経営計画や経営環境の変化と対応に

ついてお話ししたが、ピンチを是非チャンス

にできるように頑張っていきたいというのが

最初の結論である。

《人材育成：職場力向上活動》

以上のことを進めるにしても、大切なのは

人材であり、企業の盛衰を決めるものだと思

う。この厳しい局面を迎えるに当たり、人材

こそ「経営の要」だという認識を新たにして

取り組んでいるところである。トヨタは創業

以来、人材育成に相当な力を注いできた。最

高顧問の豊田英二さんによると、　「車をつく

るのだから、人をつくらねばならん」という

ことである。それに応じて様々な教育プログ

ラムをつくり職場の中での人づくりに努力し

てきた。改めて今それが必要だということで

ある。

　ここ数年取り組んでいるのが、「職場力向

上活動」である。職場力というのは、　「人

材」　「チームワーク」　「マネジメント」のか

け算で、どれが欠けても困るし、どれに偏重

しても困る。この三つを調和よく成長させて

いくことだと思っている。T字型人材という

のは、専門性の深掘りをする縦と、幅広くも

のごとを見ることのできる横という両方を備

えた人材のことで、それをいかに育成してい

くのかがポイントである。その基礎は、問題

解決能力にあるのではないかと思う。かつて

の社内教育では問題解決を相当重視して実施

し、かなり浸透した。しかしある時期から、

問題解決は卒業したとの判断があり、問題発

見能力や他の点に力を入れようとした。当時

としては、その判断は正しかったと思う。し

かしここへ来て、問題解決の力が少し弱いの

ではないかという印象があり、問題解決に今

後もっと注力していきたいと思っている。問

題解決のベースはPDCAを回すことで、この

PDCAは理解しているようで、完全に理解し

ているとは言えない面がある。PDCAが免罪

符となっているのではないかと思っている。

社内の会議資料でも、PDCAを回してやって
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いくという文章があるが、その内容を見ると

全然回っていないものが多々ある。基本を

しっかり再徹底していかなければならない。

　PDCAには8つの段階がある。問題点を明

確にする、ブレークダウンする、達成目標を

定める、真の原因を追求する、対策立案す

る、Doのところで実行し、結果指標だけで

はなくプロセスも見てチェックをし、アク

ションのところはそれを定着させる。以上

の8つのステップがあって初めてPDCAが回

る。実際にはPDだと言ってDばかりでPが無

いとか、チェックとアクションがない。また

チェック、アクションをしたといっても、結

果の指標だけでプロセス指標が見られないな

ど、色々ある。トヨタインスティテユートを

担当に、日本のトヨタ自動車だけではなく世

界中のトヨタの子会社の人も含めて、PDCA

のサイクルを基礎からわかるように教育を徹

底したいと思っている。

　人材育成は、今申し上げた定型教育や座学

はもちろんだが、それ以上に大事なのはOJT

である。座学で話を聞いても「ああなるほ

ど」となるだけで、それは勉強のスタートで

しかない。OJTが一番大事である。　「自分の

ところでは一生懸命にOJTをやっている」と

聞くことがよくある。しかし最悪の場合、

1＝＝1iEi＝　iii ．、陶　1　　1　　’
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定型教育をやらずにOJTのみをやっていて、

「人材教育が済んでいる」と誤解している方

もたまにある。OJTというのは仕事の上でト

レーニングをすることだが、各職場任せにし

てはならない。人事部門がちゃんとしたツー

ルを提供する必要がある。例えば、新入社員

には「テーマ実習」を与え、「指導する職場

先輩の選定」、　「職場先輩が果たすべき役

割」、　「上司の役割」などを十分に理解する

必要がある。これらが全部揃って初めてOJT

ができるわけで、とにかく「やっておけよ」

というだけではOJTではない。実のあるOJT

が、きっちり回っていくよう再度点検してい

るところである。

　二つ目はチームワークである。これは一人

の力がいくらあってもベクトルが右と左だ

と、結果はゼロになってしまうわけだから、

チームワークが必要なことは言うまでもな

い。一時期、成果主義が日本中でかなり導入

され、トヨタでも、成果主義的な人事制度に

振った時期があった。ただその時も、単純な

成果主義には非常に大きな疑問があった。企

業の力はトータルなので、チームワークがな

い成果というのはあり得ない。現在はチーム

ワークが成り立つように、トヨタ社内でも若

干ずつ軌道修正しているところである。た

だ、もっと大変なのは、増えている海外事業

体でのチームワークである。チームワークと

言っても、なかなかスンナリと頭に入らない

場合が多い。いかにして「チーム」という概

念をうまく植え付けていくかが大きなテーマ

になっている。これも、トヨタインスティ

テユートの重要な課題である。

　三つ目が「トップマネジメントの力」であ

る。個の力、チームワーク、そしてそれをマ
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ネジメントする力が、三番目に重要だと思

う。マネジメントというのは、一言で言えば

「方針管理」である。方針管理というのは、

多くあるやりたいことの順番付けである。理

科もやれ数学もやれ甲子園も出うと言ったら

生徒はパンクする。　r一番大事なのはこれ

だ」、　「今の時期はこれをやりなさい」と順

番付けすることである。これはマネジメント

で一番大事である。会社の中で言えば、一番

重要なところに人数を割くあるいは予定を付

ける等々で、あれもこれもというわけにはい

かない。そしてPDCAを回す。そしてもう一

つは、全員で課題を共有できるように「見え

る化」を進める。以上のことを進めてマネジ

メントしていくことが重要である。現在トヨ

タ社内でも、人材、チームワーク、マネジメ

ントのかけ算が最大値になるように、職場力

の向上活動を行っている。

　次に、最近実施した「ポストフラット化」

について若干申し上げたい。1980年代末に、

成果主義に関連して「フラット化」を行っ

た。フラット化といっても、いろいろと意味

がある。一番分かりやすいのは「組織のフ

ラット化」。ピラミッド組織をフラットにし

て階層も少なくし、意思決定のスピードを速

くする。このままでは会社中が係長や課長ば

かりになってしまう、それを実戦力にすると

いうことで、フラット化を実施した。組織だ

けではなく、人間関係もフラットにしようと

いう意味で、　「さん付け運動」を行った。働

き方もリジッドじゃなくてフラットにするた

めにフレックスタイムを活用する、あるいは

処遇制度も年功的な部分を少なく能力的な部

分をもっと増やす、などを実施した。これは

これで時代の要請でもあったし、大きな意味

があったと思う。しかし20年近く経って、い

ろんな「垢」が出てきた。一番大きなもの

は、個の力を重視するあまり、チームや全体

のウェイトが相対的に落ちてきたのではない

かという点。そこで、今の時代背景を踏まえ

て組織運営の仕方と人の育て方を見直そうと

いうのが「ポストフラット化」である。例え

ば、事務、技術系の職場では、チーム制、ペ

ア制。さらには「職場先輩制度」もOJTにも大

変重要な役割だということで、その見直しな

どである。昔の係が戻ってくるのではないか

という印象を持たれるかも知れないが、そう

ではない。20年以上前は、資格と役職は同じ

で、係長の資格になった人は皆、係長のポス

トに就いた。それを資格と役職を分離したこ

とが一番の違いである。この分離は続けたま

まで、再度チーム制やペア制をつくり、教

えられる職場づくりをするという意味であ

る。同様に技能系の職場では、GL制に加え

てTL制（チームリーダー）、昔で言えば班

長であるが、これを作った。フラット化以前

の現場には、係・組・班があって、係の長が

工長、組の長が組長、班の長が班長という形

だった。皆、資格が上がったので、班長の資

格者は当時一万人ぐらいいた。現場中が班長

だらけになっては困るということで、班長の

資格とポストを分けた。しかも班長格の人は

プレーヤーになってくれと。そこで班を統合

してその上の組にし（今でいうグループ）、

GLに面倒を見てもらうということにしたわ

けである。これはこれで大変意味があった

し、何もしないであのままだったら、現場は

パンクしていたと思う。しかし、ここへ来て

再度見直そうということになった。グループ

リーダーは年数を経てなるので、年配者であ
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る。新入社員は18～19歳で入社し、グループ

リーダーが40歳と少しだから、おやじさんみ

たいな人になる。そう簡単に悩み事を打ち明

けられるものではない。グループリーダーの

中にも、40歳ぐらいになるまでにリーダー的

な仕事をやってこなかった人もあって、リー

ダーの仕事を急にできるとは限らない。そこ

で、チームリーダーを置くことによって、数

は以前の一万人の班長ほどではなく半分ぐら

いだと思うが、リーダーとしての仕事をして

もらう、若い人の世話もするし後々はグルー

プリーダーになってもらう、その勉強もして

もらう、ということで新しいやり方を昨年の

1月からスタートさせた。

　次に「8万人職場コミュニケーション活

動」である。人材、チームワーク、マネジメ

ントのかけ算が職場力であるが、この3つを

結びつけるのがコミュニケーションである。

社会全体の流れかも知れないが、コミュニ

ケーションが少し減ってきているとの実感が

あった。最近は、仕事が終わったらすぐ帰る

ということになっており、用もないのに残っ

ていると残業扱いになってしまうなど、なか

なか難しい世の中になってきた。社内に残っ

て、「わいわい」やる雰囲気ではない。かと

いって飲み屋に行ってやろうとしても、車通

勤なので飲むわけにもいかない。このため、

少し人間関係が希薄になってきているのでは

と。そこで再度これを充実させたいというこ

とで、2年前の06年から活動を始めた。トヨ

タの社員は今6万数千人だが8万人としたの

は、期間従業員の入と応援で来ていただいて

いる人等々合計で2万人近くいる。トヨタで

仕事をしていただいているすべての人のコ

ミュニケーションという主旨で、8万人職場

コミュニケーションとしたわけである。例え

ば、　「8コミ懇談会」で場づくりをし、ある

いは門の前で皆で「おはよう」と挨拶するな

どから始め、昨年は啓発活動のために社外の

講師を招いて特別講演会開催するなど、様々

なことを実施した。今年は3年目の、総仕上

『げ・定着化の年になっている。国内外の子会

社を含めると、世界全体で30万人の従業員が

いるが、そのコミュニケーション活動をス

タートしようということで、今年から取り組

んでいるところである。

《グローバル人材育成》

　もう一つの人材育成の大きな柱は、グロー

バル人材の育成である。2001年には「トヨタ

ウェイ2001」を策定した。　「智恵と改善」、

「人間性尊重」という基本の考え方を、国内

外のグローバルな子会社にも徹底したいとい

う主旨である。その前にグローバル21プログ

ラム、2002年にはトヨタウェイ2001を勉強す

る場としてトヨタインスティテユートを設置

した。2003年には生産現場で技能を伝承し立

派なグループリーダーを世界中でつくってい

くという主旨で、グローバル生産推進セン

ター（GPC）を元町工場に作るなど、いろい

ろ整備をしてきた。グローバルな人材育成の

道具立てはしたが、その後の急成長のお陰で

必要な人材が益々増えている。人材育成が、

生産販売台数や企業の成長に追いつけないと

いうのが悩みの一つである。さらに、こう

いった場での教育は当然ながら、本当は職場

へ帰ってOJTで鍛えてもらわなければならな

い。しかし、OJTをする側の人の教育が少し

手薄になっているのではと感じている。現

在、世界中に千数百人の海外駐在員をコー
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ディネータという形で派遣しているが、仕事

の仕方、ものの考え方を実際の仕事の場面で

ローカルの人にもっと教える、という新しい

役割を担ってもらうために、今施策を打って

いるところである。

《労使関係》

　最後に労使関係について是非触れておきた

い。幸いにして我々の先輩が大変大きな財産

を残してくれた。労使相互信頼に基づく労使

関係は、トヨタの大変大きな財産・資産であ

ると思っている。1962年（昭和37年）に労使

宣言が出た。それ以前の昭和20年代はトヨタ

も大変厳しい時期があり、ストライキや人員

整理もあった。そんなことが二度とないよう

にということで、積み重ねてきた結果を宣言

したわけである。柱が三つあり、労使相互信

頼を基盤iとした労使関係、これが一一番目。二

つ目は生産性の向上を通じて労働条件を長期

安定的に向上させていく。三つ目は自動車産

業の興隆を通じて日本経済に寄与する。この

三つを柱にした「労使宣言」が1962年、46年

前に宣言された。1962年に至るところも大変

なご苦労があったと思うし、非常に重要な財

産を残してくれたが、同様に大事なのは、そ

れ以降40数年間これを維持し少しずつ良くし

てきたことで、その努力も非常に重要だった

と思う。この点は、社内でも労働組合の中の

教育でも是非触れてほしいと思っている。

　いろいろご意見があろうかと思うが、今か

ら振り返ってみると、過去に大きな節目が3

つあったと思う。一つ目は1975年。73年秋の

オイルショックによって狂乱物価が起こり、

翌1974年の春の賃金の交渉は大変なものだっ

た。物価が30％ぐらい上昇し、その時のトヨ

タの賃上げ率も30％ぐらいだった。原油価格

が上がってインフレになり、インフレになっ

た分は賃金で見ようというのが1974年の春の

交渉だった。それはそれで済んだのだが、要

はその翌年1975年、これが非常に大きな日本

の労使関係のターニングポイントだったと思

う。翌年も物価が20％以上上がった。その当

時、私は人事部の労務課の係員だったが、一

年前が物価と同じぐらい賃金が上がったか

ら、今年も同じぐらいが着地点なのかなと

思っていた。ところが、それでは日本経済が

もたない、外部的な要因で上がったところは

何とか少しずつ吸収してソフトランディング

しようということで、賃上げは物価上昇率よ

り低い14．9％だった。日本中がそうなった。

これを唱えた経営側も立派だったと思うが、

それ以上に組合の人達が冷静な判断をされた

と思っている。本当なら生活が苦しいから駄

目だとはねつけるところなのだろうが、長い

目で見て日本経済をどうするのかといったこ

とを真剣に考えた結果であった。当時は鉄鋼

がかなり有力な組合だったが、トヨタの労使

も大きな役割を果たした。後々、これが日本

版の社会契約だったと言われるのだが、そう

いった合意をしたことは、労使宣言の骨子を

身をもって体現したことだと思っている。そ

うした意味で1975年は大変大きな節目だっ

た。次が1987年。これは全国的なものではな

くトヨタの労使の話で、ボーナスの交渉だっ

た。それまでずっと19年間6．1か月という賞

与だった。トヨタの組合は「6．1は労使の

絆」という合言葉で、今年もそうだという要

求が出た。しかし、経営環境の激変に伴い、

結果としては6．0か月で合意した。その事だ

けを取り上げれば組合にとっては大変大きな
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痛手だったかも知れない。しかし、全体の経

済の局面を見ながら、そしてボーナスのあり

方を先々考えながら判断されたと思ってい

る。労働組合の活動は、これを契機に労働時

間や勤務形態などに力を入れられた。昼夜二

交代か連二にしようなどと検討したのもそれ

以降だと思う。働き方の面について大変注力

されるようになった。そういった意味でも大

きな転換期だったと思うし、徹底した話し合

いをして新しい方向性を見いだした時だった

のではないかと思う。

　直近では2002年。大変厳しい話し合いもし

たが、いわゆるベアゼロの年である。　「ベア

ゼロ」ということだけを取り上げれぼ、組合

としては大変大きなことだったであろうが、

当時の経済環境を考えた結果だと思う。あれ

以降、日本経済が回復してきた。高コスト構

造が少しずつ変わってきたわけである。90年

代の後半には、もう日本ではモノづくりがで

きないと、非常に悲観的であった。しかし

2002年の交渉を転機にして、もう一回復活し

ようという雰囲気になってきたのではないか

と思うし、同時に組合の立場でも今から振り

返ると、賃金はもちろん大変大事な交渉項目

ではあるけれど、それ以降は、職場環境の整

備や介護の問題あるいは期間従業員の問題

等々に同様のウェイトで取り組みを進められ

てきた。そういった意味でも非常に大きな転

換期だったと思う。申し上げたいのは、以上

のようないくつかの節目を経て徹底した話し

合いをし、お互いに理解し合って、言った約

束は守り合って、労使宣言以降40数年間やっ

てきた。これが我々にとっての一番大きな財

産だと思っている。今後も是非これをさらに

もっともっと良いものにしていきたいという

ことを申し上げたかったわけである。

《組合への期待》

　最後に「組合への期待」について一言申し

上げて私のお話を終わりにしたい。

　一つは、労働組合の皆さんには是非、経

営・会社に対して、従来通りあるいは従来以

上に積極的な提言を行っていただきたいとい

うことである。企業経営における、いわゆる

ステークホルダーには、従業員、株主、取引

先や地域社会など多くあるが、一番我々の事

業の中身がわかっていて忌揮なく話し合える

のは労働組合だと思う。特に職場の実情も含

めて、「かくあるべし」ということを、是非

いろんなところで従来以上に忌愕のないご意

見をいただき、建設的で前向きな企業経営を

していきたいと思っている。

　次は、すでにトヨタの組合で取り組んでお

られる、非正規従業員の問題である。日本の

労働組合はずっと正社員だけの組合だった。

しかし世の中が変わって非正規従業員もかな

りのウェイトで増えてきた。この人達とどう

仕事を分かちあい幸せを分かちあうかといっ

たことが大きな社会的テーマとなってきてい

る。トヨタの労働組合は世間の先鞭をつけて

組合員の仲間に入ってもらおうという取り組

みをされているが、大変重要なことだし、英

断だと思う。組合員にするかどうかはそれぞ

れの組合が考えることだと思うが、正社員だ

けの組合から非正規従業員も視野に入れた活

動について大いに議論していただきたいと

思っている。

　最後に期待の三番目が、政治の問題であ

る。労働組合も全トヨタ労連を中心にして自

動車産業に理解のある人、地域に理解のある

一 24一



人、そういった人を国政の場や県政の場等々

へ送り出そうということで、これまで何十年

もやって来られた。それはそれで大きな成果

があったと思う。しかし本音でお話しする

と、選挙のたびに会社と組合が違う候補を推

し合ってギクシャクするのは、どうもたまら

ないという感じがしている。加えて、去年の

参議院選挙以降の、何も決まらない・何も進

まない政治の混迷を見ると、是非健全な労使

関係をもっている我々が中心になって、今の

政治ではまずい、一緒に推せる政治家・政党

は何なのかといったことを真剣に考えて実行

していく。我々の力をもっと発揮して、もっ

と良い日本、日本の経済社会になるように、

役割を果たしていきたいと思っている。我々

も真剣に検討するので、組合の皆さんにも是

非お願いしたいと申し上げ、私の話とさせて

いただきます。ありがとうございました。

（文責：事務局）
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「小さく産んで大きく

育てる」は間違い？

大阪大学社会経済研究所

教授大　竹　文　雄

　「小さく産んで大きく育てる」ということ

は、妊婦へ指導だけではなく、企業の経営の

場でもよく言われる。いきなり大きなプロ

ジェクトをするのではなく、最初は小さなプ

ロジェクトとして出発してみて、だんだんプ

ロジェクトを大きくすることが事業の成功の

秘訣だということだろう。研究の世界でも同

じことが言える。いきなり新しい研究テーマ

に、多額の予算をつけてはじめても失敗する

ことが多い。それは、研究というリスクの大

きな仕事の特性でもある。実際、革新的な研

究の多くは、比較的少額の研究費を用いて行

われたものが多いという調査結果もある。も

ちろん、これは研究費を審査する側の判断も

ある。多額の研究費をアイデアが面白いとい

うだけで、まだなんの実績も出ていないプロ

ジェクトにつけるはずもない。

　では、本来の意味である赤ちゃんを「小さ

く産んで大きく育てる」というのは、本当に

望ましいことなのだろうか。日本では、産婦

人科の妊婦に対する厳しい体重指導もあっ

て、出生時の赤ちゃんの平均体重は減少し続

けている。これには、若い女性のヤセ願望の

高まりも理由だろう。ところが、このような

低体重で生まれる子どもの増加傾向が続いて

いるのは、先進国では日本だけである。

出生時体重の低下

　日本の子供の出生時の平均体重は、低下傾

向が続いている。双子などの複産を除いた単

産の平均体重は、1980年には3200グラムだっ

たが、2004年には3030グラムに低下している

（「出生に関する統計」厚生労働省）。2500

グラム未満の低体重で生まれてくる比率は、

1980年は4．6％だったが2004年には8％まで高

まっている（図）。

細315

鱈310

出生時平均体重

2．5Kg未

満比率
〔％｝

一
平均体重

　2．5Kg未満
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　このような出生時体重の低下は、どうして

生じたのだろうか。妊娠申毒症などの疾病を

防ぐために妊婦検診における体重管理を厳し

くした結果かもしれない。また、　「小さく産

んで大きく育てる」という考え方が広まった

ことが理由なのかもしれない。それとも、日

本の若い女性の間の「やせ願望」が高まった

ことを背景としているのだろうか。あるい

は、若者の間の貧困が増えて、妊婦の栄養が

足りないことが原因なのかもしれない。実

は、出生時の体重低下は、将来の日本経済に

大きな影響を与える可能性がある。

出生時の体重とメタボリック症候群

　医学的な研究を紹介しよう。1998年のクリ

ニカル・サイエンス誌によれば、英国のサウ

サンプトン大学のパーカー教授は、一連の研

究で出生時の体重が低いと成人になってから

冠状動脈性心臓病・糖尿病・高血圧などの生

活習慣病にかかる人の割合が高いことを明ら

かにしている。胎児の間の栄養状態が悪い

と、代謝のメカニズムがその環境に応じてプ

ログラムされて生まれてくるというのがバー

カー教授の主張だ。つまり、胎児における栄

養が少ないと、飢餓状態に耐えられるよう

に、体内に脂肪を蓄積しやすいように体質を

プログラムするというのだ。ところが、生ま

れてくると別に飢餓の世界ではなく、飽食の

世界だ。飢餓に備えて作られた体質は、飽食

の環境では、肥満に象徴されるメタボリック

症候群をもたらしてしまう。

　にわかには信じられない人も多いだろう。

この点については、2008年8月、日本学術会

議の臨床医学委員会・健康・生活科学委員会

における合同生活習1貫病対策分科会（2008）

が、　「出生前・子どものときからの生活習慣

病対策」という提言で、日本でもこの問題が

深刻であることを示している。この提言によ

れば、胎児期に栄養状態が悪いと、様々な臓

器は発育不全になり、インスリン分泌不全、

インスリン抵抗性、グルココルチコイド過剰

状態、レプチン抵抗性、腎機能低下などが起

こる。また、このような胎児期の機能の変化

は胎児プログラミングとも言われている。変

化した機能の特性は出生後も継続されるの

で、出生後に栄養過多になると、肥満、糖尿

病、高脂血症、高血圧、メタボリックシンド

ロームなどに罹患しやすくなる、という。

　日本学術会議の提言によれば、日本でも

いくつかの疫学的研究が行われている。例

えば、Miura他（2001）は、石川県の20歳の

4726人の血圧、血清総コレステロール値は出

生時体重と負の相関を示している。Suzuki他

（2000）は、大学生の血清総コレステロー

ル、中性脂肪値が、出生時体重と負の相関を

もつことを示している。Tanaka他（2005）

は、6～15歳の肥満児967人を分析し、出生

時体重が少ないほど、インスリン抵抗性が高

いことを明らかにしている。菊池他（2006）

は、10～12歳の肥満児でのメタボリックシ

ンドローム合併率は出生時体重が少ない群

で高い、ことを報告している。Anazawa他

（2003）は、職場健診を受診した40歳以上の

2471人での2型糖尿病発症率を出生体重別に

検討した場合、低出生体重児では11．4％、正

常出生体重児では6．9％と低出生体重児が2

型糖尿病になりやすいことなどを報告してい

る。

　このような研究結果は、日本人において

も、胎児期の低栄養が将来的なメタボリック
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シンドローム、高脂血症、インスリン抵抗

性、2型糖尿病の要因になることを示してい

る、と、日本学術会議（2008）は指摘してい

る。また、このような傾向は、2500g未満の

やや小さい出生時体重児でも見られているこ

とに注目すべき、ということも指摘されてい

る。

出生時体重と大人になってからの経済状態

　胎児期の栄養状態が、生まれてからの健康

状態に大きな影響を与えるのが本当だとすれ

ば、大人になってからの経済状態にも影響を

与える可能性があるかもしれない。健康は、

経済状況を大きく左右するからだ。

　実際、出生時の体重とその後の社会経済状

況との関係が、最近多くの経済学者によっ

て研究され始めている。なかでもNBERの

ワーキングペーパーとして2008年に発表され

たコロンビア大学のカリー教授の展望論文

（Currie，2008）は、衝撃的である。この論

文によれば、出生時体重が低いことと、注

意欠陥・多動性障害（ADHD）の発生率の高

さ、教育水準の低さ等の間に相関があること

が多くの研究で明らかにされてきているとい

う。

　しかし、出生時の低体重とその後の教育水

準の問に相関があっても、低体重が低い教育

水準をもたらしたという因果関係を示すこと

にはならない。なぜなら、子供が生まれ育っ

た家庭が貧しいということが、その子供の出

生時の低体重と低い教育水準の両方を引き起

こしている可能性があるからだ。この点につ

いて、低出生時体重とその後のアウトカム

に関する因果関係を明らかにする研究が急

速に進んでいる。例えば、カリフォルニア

大学ロサンジェルス校のブラック教授らは、

ノルウェイの双子のデータを使って、双子同

士での出生時体重の違いがIQ、教育、所得

などに影響を与えることを明らかにしてい

る（Black他，2007）。彼らの推定結果によれ

ば、出生時体重が10％重いと所得を1％高め

ているというのだ。他にも、母親の妊娠時の

栄養状態を悪化させる様々な要因（景気の状

況、インフルエンザの流行など）が、生まれ

た子供のその後の悪影響を与えることを示す

研究が数多くなされている。

　カリー教授は、貧困家庭の子供が貧困とな

り、その子供も貧困になるという貧困の連鎖

の原因を、遺伝ではなく、つぎのような説明

をしている。栄養状態の悪い妊婦から低体重

児が生まれ、その子供が育っても健康状態が

悪く、所得が低くなる。所得が低い親となっ

て、子供を生むと低体重の子供が生まれる。

そうすると、またその影響が子供が大人に

なったときに現れるというのだ。

常識を変える必要

　本稿で紹介した研究が正しいとすれば、日

本における出生時体重の低下は将来、深刻な

問題を引き起こすことになる。日本では、貧

困によって栄養が十分にとれないという状況

にはないにもかかわらず、出生時体重の低下

が続いてきた。この原因には、すでに述べた

ように、若い女性の間のやせ願望が大きな要

因になっている。これに加えて、日本学術会

議（2008）では、妊娠女性の過度な体重増加

抑制をその要因として指摘している。産科医

や助産師は、今まで十数年にわたって妊娠中

に体重が増え過ぎないように指導してきたと

いう。この指導は、確かに妊娠中毒症を減少
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させ、母児の予後を大きく改善した。ところ

が、本稿で紹介してきたように、最近の研究

は、妊婦の体重の過度の抑制は、大きな問題

をもたらすことを明らかにしてきた。

　厚生労働省は、最近になって、妊婦の体重

増加を過度に抑制することの弊害を認めてい

る。2006年に厚生労働省は、　「妊産婦のため

の食生活指針」　（「健やか親子21」推進検討

会報告書）を策定し、妊娠中は過度に栄養制

限を行わないで、適切な栄養を摂取すること

を推奨したのだ。ところが、まだまだ多くの

産婦人科で、体重抑制指導がなされているの

ではないだろうか。パーカー教授が、低体重

出生時の問題を発表してから20年たって、は

じめて日本の妊婦の指導が変わり始めた。そ

のペースがあまりに遅いことに、日本学術会

議（2008）の提言は、警鐘をならしていると

解釈できる。

　ノーベル経済学賞を受賞したシカゴ大学の

ヘックマン教授は、就学後の教育の効率性を

決めるのは、就学前の教育にあり、特に出生

直後の教育環境が重要であることを、さまざ

まなデータを用いて実証的に明らかにしてい

る。本稿で紹介した研究は、就学前どころ

か、出生前の栄養状態が、大人になってから

の健康状態や経済状態に重要な影響を与え

ることを示している。また、日本学術会議

（2008）によれば、出生後の体重の急激な増

加は将来的な肥満や生活習慣病の要因になる

ことが最近の研究で明らかにされたという。

「小さく産んで大きく育てる」というのは、

企業経営のプロジェクトについては正しくて

も、子供については間違いなのである。
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労働統計にみる男性の働き方・女性の働き方　⑩

名古屋大学大学院経済研究科　教　授　荒山　裕行

　　　群馬工業高等専門学校　准教授　杉浦　立明

「新卒者の離職状況とその背景」

　今回は、新卒者の離職について取り上げ、

若者の離職状況とその背景および対策につい

て考える。

　日本には三月に学校を卒業してすぐに四月

から働き始めるという就業慣行がある。この

慣行は、学校を卒業したばかりの新入社員に

とって新しい環境に慣れるために多くの努力

を必要とする。新入社員の中には、新しい環

境になじめずにやる気を失ってしまう五月病

にかかる人もいる。採用した新入社員をやる

気をなくしたままの状態で放置すると、離職

につながる。近年若者の離職が多くなってい

るといわれるが、若者の離職が増えているの

かどうかをまず確認し、っぎに、離職に至る

背景について考察を行う。最後に、若者の離

職に対しての企業や政府の取り組みについて

ふれる。

1　新卒離職の動向

　企業は、労働者を一人でも雇う場合は原則

的として雇用保険に加入する必要が生じる。

この雇用保険の加入記録から、新卒者の就

職・離職状況を知ることができる。新規に雇

用保険被保険者資格を取得した年月日、生年

月日から学歴を推計・区分できる（次頁図

1）。この新卒離職率について、中卒者の七

割、高卒者の五割、大卒者の三割が、三年以

内に離職しており、　「七五三現象」といわれ

ていることが知られている。この「七五三現

象」は「平成12年版労働白書」で紹介されて

以来、バブル崩壊後の若年者の雇用問題で取

り上げられることが多くなり、今では広く一

般にも知られるような現象になっている。

　今回は、男女別に、学歴別に離職率を最初

に取り上げる。なお、大卒者と高卒者を取り上

げ、中卒では近年就職する人が激減しているこ

とと、短大等卒では男性の人数が女性に比べて

圧倒的に少ないことを考慮して、本文ではふれ

ないが、末尾に図を参考に掲載する。

大卒者

　まず、大卒者では、1988年～92年三月卒

者のように一年未満（一年目）の離職率が

低下した時期もあるが、ほぼ男女共に就職

一年目の離職率が上昇傾向にある。男性で

は、1993年三月卒者7．9％から2006年三月卒

者12．8％、女性では1993年三月卒者13．4％か

ら2006年三月卒者17．0％と、男性で4．9ポイ

ント、女性で3．6ポイント上昇している。新

卒者について、就職三年以内の離職の多さが

取り上げられているが、大卒者であっても男

女とも就職一年目の離職率が近年上昇してい

る。

　入社一年以上二年未満（二年目）の離職
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図1　新卒者の在職期間別にみた離職率の状況注1
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率は、1987年三月卒者は男性7．2％、女性

15．3％から、2005年三月卒者は男性9．9％、

女性14．2％と、男性で3．1ポイント上昇し、

女性で1．1ポイント下落している。1987年に

は女性の離職率が男性の二倍の水準であった

のに対して、2000年以降では男性の離職率は

9％台、女性のそれは14％台と、男女間の離

職率の開きは小さくなっている。

　入社二年以上三年未満（三年目）の離職

率は、1987年三月卒者は男性6．4％、女性

14．6％から、2004年三月卒者は男性7．9％、

女性12．4％と、男性でL5ポイント上昇し、

女性で2．2ポイント下落している。三年目の

離職率も二年目の離職率と同じく、女性の離

職率が男性の二倍をこえる水準であったのに

対して、2000年以降では男性の離職率は7％

台、女性のそれは11～12％台と、男女間の離

職率の開きは小さくなる傾向を示している。

大卒女性の離職率の低下は、女性が職場に定

着するようになっていることを表している。

　ニュースでは、入社三年以内に三割の人が

離職していることに目を奪われてしまってい

るが、男女共に入社一年目の人の離職が最も

多く、しかも近年増えていることが重要な点

である。新入社員にとって、男女共に、一年

目をのりきれば、二年目、三年目の離職率は

低下していく。最初の仕事や待遇によって、

新入社員が定着するかどうかの鍵になってい

る。

社一年目の離職率は、1980年三月卒は男性

19．8％、女性14．1％から、2006年三月卒は男

性20．9％、女性27．2％と、男性では1．1ポイ

ント上昇して、女性では13．1ポイントと大き

く上昇している。また、離職率は、1980年で

は女性の方が5．7ポイント小さかったのに対

して、1991年以降は女性の方が大きくなり、

2006年では女性の方が6．1ポイント大きく

なった。

　入社二年目の離職率は、1980年三月卒者は

男性11．1％、女性12．8％から、2005年三月卒

者は男性12．1％、女性16．8％と、男性で1ポ

イント、女性で4ポイントとそれぞれ上昇し

ている。

　入社三年目の離職率は、1980年三月卒者で

男性7。2％、女性12．4％、2004年三月卒者で

は男性8．6％、女性11．6％と、男性で1．4ポイ

ント上昇し、女性で0．9ポイント下落してい

る。

　高卒者の離職状況について、男女共に入社

一
年目の人の離職率が最も多いこと、および

女性で上昇していることが確認できた。とく

に一年目の離職率と二年目以上のそれとの開

きが男女共に10ポイント近くある。高卒の新

入社員の定着を図るためには、大卒以上に入

社一年目の扱いが重要といえる。高卒者は入

社三年以内に五割が辞めているが、入社一年

以内に男性で二割、女性では四分の一をこえ

る人が辞めていることに注意しなくてはなら

ない。

高卒者

　高卒者の一年目の離職率の推移は、男性と

女性で異なっている。男性の離職率は、増加

の時期や減少の時期を見せているが、女性の

離職率は明確な増加傾向を見せている。入

2　新入社員の仕事観

　　　一定年まで働きたいか一

　新入社員の離職が多い背景には、会社への

帰属意識がそもそも低くなっているのかを確
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認することが必要である。日本生産性本部・

日本経済青年協議会では、毎年新入社員に対

して、職業観や人生観などに対する意識調査

を実施して、　「働くことの意識調査報告」と

して発表している。この意識調査の中には、

「あなたは、この会社でずっと働きたいと思

いますか」という質問をしている。この質問

から新入社員の会社への帰属意識が分かる。

　「あなたは、この会社でずっと働きたいと

思いますか」という質問に対して、「状況次

第で変わる」という答えの人は男女共に最も

多い（次頁図2）。男性では1988年以降最も

多く、女性では1980年以降最も多い。また、

2000年以降は男女共に減少傾向にある。回答

者の割合は、2000年に男Ji生では49．9％、女

性で55．2％、2007年に男性36．6％、女性で

45．8％と、男女共に10ポイント近く低下して

いる。

　次に多い回答は男女共に「とりあえずこの

会社で働く」と答えている人である。男性で

は1990～1993年、そして2001年以降は二位に

なり、女性では1980年以降二位である。ま

た、　「とりあえず」働くと答えている人は、

男女共に2000年以降増加傾向を示している。

ちなみに、回答者の割合は、2000年に男性

では19．9％、女性では26．2％、2007年男性

30．2％、女性で34．7％と、男女共に三割をこ

えている。

　「定年まで働きたい」と答えている男性は

1980年以降減少傾向にあったが、2003年以

降再び増えてきた。女性は、男性よりも明確

な増加傾向にある。とくに、男性では1980～

図2　あなたは、この会社でずっと働きたいと思いますか
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87年には最も多くの人が「定年まで」と考え

ていたが、その後は1988～89年や1994～2000

年では二位になり、1990～93年では三位にな

り、2001年以降は三位のままである。この男

性新入社員が「定年まで」働くと必ずしも答

えていないことが、近年の離職率の高さにも

反映している可能性はある。

　1980年に男性では33．0％の人が「定年ま

で」と答えていたのが、2001年には18．6％と

二割を下回る水準になった。回答者の割合

は、2000年に男性20．2％、女性7．5％、2007

年に男性27．0％、女性12．3％になっている。

「定年まで働きたい」と答えている新入社員

の割合は、女性では過去最高の水準を示して

いるが、男性の水準に比べると半分の値であ

る。　「定年まで働きたい」という女性が増え

ていることは、女性が定年まで働くことがで

きるようになったことや女性が生涯働き続け

ることが珍しくなくなったことを表している。

3　新入社員の仕事観

　　　一会社選びの要因一

　「働くことの意識調査報告」では、新入社

員の入社動機についても調査している。会社

選びの動機から、新入社員の職業観を知るこ

とができる。　「会社を選ぶとき、あなたはど

ういう要因をもっとも重視しましたか」とい

う志望動機の回答の中から回答割合の多い上

位三位までの項目について説明する（次頁図

3）。

　男女共に「自分の能力、個性が生かせる」

ことを志望動機の一位にあげている。この回

図3　会社を選ぶとき、あなたはどういう要因をもっとも重視しましたか注3
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答の割合は、男性では25～30％の闇で推移し

ており、女性では1990～1995年に27～30％、

2000～6年に36～8％と上昇した後、再び2007

年に30．7％になっている。男女共に三割弱の

人が「自分の能力、個性が生かせる」仕事を

志望している。

　男性で1980～2000年、女性で1980～1995年

の間は「会社の将来を考えて」会社を選ぶと

答えていた人が二位になっていた。その後、

男性で2001年以降に、女性で1996年以降に

「仕事がおもしろい」ことが志望動機の二位

になっている。　「仕事がおもしろい」という

回答が二位になると、　「会社の将来性」は男

性では四位に、女性でも多くの期間で四位に

つけている。　「仕事がおもしろい」というこ

とを会社選びで重要視するようになっている

のは男女共に最近の特徴であり、2000年まで

と2001年以降とでは水準が明らかに異なって

いる。2000年に男性13．3％、女性14．1％から

2007年男性21．3％、女性21．0％と、2001年以

降は男女共に二割をこえる人が選んでいる項

目になっている。

　男女共に多くの期間で「技術が覚えられる

から」が三位の回答になっている。この回答

が四位になった年の三位の回答は「仕事がお

もしろいから」を男性で1980、1994～97年

に、女性で1980年にあげている。ただし、女

性では、1983～4、1994年に「給料が高いか

ら」、1996、98、2000年に「会社の将来を考

えて」が三位の回答になっている。

　男女共に、仕事で自分の能力を発揮する、

自分に適した仕事を行う、自分の仕事能力を

伸ばす、ことを、会社を選択した理由とし

ている。男性では「給料が高いから」　「一

流会社だから」といった理由は上位三位に

入っておらず、女性でも一部の年（1983～

4、1994）を除けば、上位三位にはなってい

ない。とくに、近年の傾向として、男女共に

自分の能力を発揮することや、自分に適した

仕事を選ぶ傾向は強くなっている。このよう

な自分の仕事に対するこだわりが強くなって

いることが、逆に入社後の配置や処遇につい

ての不満につながっている可能性がある。就

職活動時に学生に明確な目的意識を求めなが

ら、入社後への配置や処遇がともなっていな

いことが、離職につながっている。このよう

な企業と学生との間にみられるギャップが

雇用のミスマッチを引き起こす原因の一つ

になっている。新卒者が自分の能力を過大評

価していたり、企業側が長期的な視点に立っ

て新卒者の訓練を行っているのに、新入社員

が短期的な視点から訓練の重要性に気づかず

に、与えられた仕事や訓練をつまらなく感じ

たりして、離職する場合もあろう。このよう

な場合でも、企業側と新入社員側との間に、

仕事や訓練に関する意識のミスマッチが発生

して、離職につながっている。

　女性の社会参加が広く求められて、多くの

女性が自分の能力や個性を働いて発揮しよう

と考えている。この女性の意欲に比べて、企

業が女性に用意した仕事の内容が対応してい

ないのであれば、女性の労働意欲が失われ、

離職につながり、男性に比べてはるかに高い

離職率を示すのであろう。とくに、大卒のよ

うな高学歴女性の離職率が同学歴の男性に比

べてはるかに高いことを考えると、多くの企

業には女性の処遇や配置を考えていく必要が

残されている。

　会社を選ぶ条件は、上位三位までは男女間

でそれほど違いはないが、四位以降は異なっ
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ている。たとえば、男性の五位はほとんどの

期間で「実力主義の会社だから」を条件とし

ているが、　「実力主義の会社」の女性の順位

は、五位～十一位までとちらばっており、し

かも多くの期間では十位と下位である。男性

よりも女性の方が、性別を問われない実力主

義の会社を選択しているかのように感じる

が、新入社員の意識調査からはそのような結

果は得られていない。

4　若年者の定着のための施策

　厚生労働省「平成17年企業における若年者

雇用実態調査」では、若年正社員の定着に役

立っている施策を報告している注3。このよ

うな調査では、男女別に施策を実行している

ものでもないため、ここでは一般的なことを

とりあげていく。

　企業が役立っている施策としてあげている

もの（複数回答可能）は、　「本人の能力・適

性に合った配置」が一位で48．5％、　「職場で

の意思疎通の向上」が二位で36．8％、　「教育

訓練の実施・援助」が三位で33．5％となって

いる注4。本人の働く意欲を保ち、増すため

にもふさわしい仕事を与えることが職場への

定着につながると、多くの企業は考え取り組

んでいる。また、日頃からコミュニケーショ

ンをとることや、仕事能力を鍛えて仕事の満

足感を感じさせることが、定着につながって

いく。

　「仕事の成果に見合った賃金」という施策

は四位で28．8％とあり、多くの企業は職場で

の配置や直接的なコミュニケーションの方が

賃金制度よりも新入社員の定着につながると

考えている。　「特に役立つ施策をしていな

い」という回答が五位で19．7％となってい

図4授業科目としてインターンシップを実施する

　　学校の実施率
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資料：文部科学省「インターンシップ実施状況調査結果」

る。この回答から、新しい施策をやらなくて

もよいと考えているとも受け取れる、あるい

は新しい施策を実施することが難しいため導

入していないとも受け取られる。

　同じ調査の中で、　「若年正社員に望むこと

や身につけておいて欲しい能力」　（三つまで

回答可能）をたずねており、　「職業意識・勤

労意欲」が一位で49．0％、　「チャレンジ精

神・向上心」が二位で40．・4％、　「マナー・社

会常識・一般教養」が三位で39．4％、そして

「強い責任感」が四位で37．6％、と以上の四

項目を三分の一を超える企業が選んでいる注5。

とくに、勤労意欲は約半数の企業が必要な能

力と答えており、若者の離職率の高まりは職

業観の欠如によるものと多くの企業がみなし

ている。

　職業観の養成に関しては、別の質問項目

「学校・行政等への要望」　（複数回答可能）
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という中でも、　「学校などでの職業教育・職

業観教育」を望む企業が一位で36．2％にの

ぼっている注6。かつてに比べると、学校教

育の中で、職業観の育成を望むようになって

いる。職業教育の実施という点では、イン

ターシップが日常的になっている。就職協定

が廃止されて、景気が低迷し企業による新卒

者採用が抑制されている中で、1997年に文部

科学省、経済産業省、厚生労働省の三省が

連携し、インターンシップの推進政策を実

施した。このような公的バックアップもあ

り、1996年当初の実施率は、大学17．7％、短

大6．4％、高専50％であったが、その後急増

して2006年に大学70％、短大43．9％、高専

96．8％となっている（図4）。

　「学校・行政等への要望」に対して、　「特

に要望はない」が二位で32．3％となってお

り、多くの企業にとって、学校や行政に具体

的な支援を求めていない。学校や行政にはあ

まり期待していない、期待できないと考えて

いる企業が多いのであろう。

　企業にとって、　「求人・求職情報の充実、

提供」　（26．5％、三位）を学校や行政に期待

しており、求人と求職の際に生じるミスマッ

チを防いで、若者の定着を図りたいとしてい

る。かつてに比べれば、さまざまな情報が学

生に提供されている中で、あまりにも多くの

情報があるために、かえって情報を選択でき

ないという現象がおこっている。このような

多くの選択肢の中から、適切な選択肢を提供

する、自分に合った選択肢を見抜く、という

機能が学校や行政等に求められており、学生

と企業との間のミスマッチを小さくする「情

報の充実や提供」の役割であろう。その意味

では、多くの企業が就業体験としてインター

表5　企業規模別にみたインターンシップの受け入れ状況

（％）

　　　　　　　　　今後予実施予
　　　　　計　実施中定・検定はな
　　　　　　　　　　討中　　い
企業規模総数100．0　17．2　11．1　62．4
5000人以上　100．0　40．1　17．3　42．5
1000～4999人100．0　45．5　14．8　38．6
300～999人　100．0　31．8　14．8　48．1
100～299人　100．0　21．5　12．6　58．9
30～99人　　100，0　14．1　10．2　65．1
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資料：厚生労働省「平成17年企業における若年者

　　雇用実態調査」

ンシップを実施することや、企業人が学校

で講演や講義をすることもますます必要に

なってきている。一方で、企業側のインター

ンシップの受け入れ状況は、　「実施中」が

17．2％、　「今後予定・検討中」が11．1％、

「実施予定はない」が62．4％となっている。

製造業では、　「実施中」が21．7％、　「今後予

定・検討中」が11．6％、そして「実施予定は

ない」が59．3％と、学生を送り出す学校が急

増しているのに対して、学生を受け入れる企

業の体制が追いついていない、あるいは企業

側にとってはインターンシップを受け入れる

状況ではないことを表している。インターン

シップの実施状況について、企業規模が小さ

くなるほど、実施している企業は少なくな

り、かつ実施予定はない企業が多くなって

いる。30～99人規模の企業では、受け入れ

を実施している企業は14．1％と、5000人以上

の企業の40．1％や1000～4999人規模の企業の

45．5％と比べると、半分以下の水準である。

また、今後の実施予定についても、30～99人

規模の企業では65．1％と、5000人以上の企業

の42．5％や1000～4999人規模の企業の38．6％

と比べると、著しく高い。企業規模が小さく

なるほど、新卒離職率は大きくなる実態があ

る。この点からも、中小企業であっても実施
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できるインターンシップの新しい仕組みや、

学校と中小企業との連携のあり方が、雇用の

ミスマッチを少なくしていくことにつなが

る。

　学校・行政等への要望の中では、　「イン

ターンシップへの援助」を求める企業は

12．5％、第八位と下位につけている。企業の

中には、学校や行政には特別の要望もなく、

インターンシップを円滑に進めているところ

もあろう。しかし、インターンシップの実施

予定のない企業にとって、学校や行政機関へ

の要望そのものがなく、またインターンシッ

プへの支援そのものにも関心がないため、学

校や行政へ要望が低く表れていると見るべき

であろう。企業において情報管理や安全配慮

などへの責任や義務が大きくなっている中

で、インターンシップを量的にも質的にも高

めていくためには、企業に対してのリスクの

補填やインターンシップ受け入れの費用を軽

減するなど環境を整備する必要がある。

　インターンシップが日本に本格的に導入さ

れてから十年以上が経過している。学校と企

業の連携は、大企業だけでなく中堅・中小企

業も含めて取り組んでいくことが、雇用のミ

スマッチによる新卒離職を減らしていく対策

にもなろう。

注1　資料は、厚生労働省「新規学校卒業者就職者

　　　の就職離職状況i凋査結果」である。なお、中

　　　卒と高卒の調査結果は過去公表されていた

　　　が、現在は内部資料となっている。また、大

　　　卒と短大統率の調査結果についても内部資料

　　　であるため、公表されていない。そのため、

　　　筆者が厚生労働省職業安定局労働市場セン

　　　ター業務室に資料請求してとりまとめた結果

　　　である。なお、調査結果の学歴は、被保険者

　　　が直接回答しているものではなく、生年月日

　　　と雇用保険被保険者資格の加入記録から推定

　　　している。そのため、例えば、高校中退して

　　　無職の期間が五年以上あったような入が初職

　　　につくと、その人の学歴は中卒ではなく、短

　　　大等卒に推計されてしまうこともありうる。

　　　ただそのような人が日本の新卒労働者の中に

　　　多数存在するとは考えにくいので、調査結果

　　　の数値をそのまま利用している。

注2　　「会社を選ぶとき、あなたはどういう要因を

　　　もっとも重視しましたか」という質問に対し

　　　て、つぎの「自分の能力、個性が生かせる

　　　から」、　「給料が高いから」、　「仕事がおも

　　　しろいから」、　「技術が覚えられるから」、

　　　「会社の将来を考えて」、　「一流会社だか

　　　ら」、　「実力主義の会社だから」、　「経営者

注3

注4

注5

に魅力を感じたから」、　「労働時間が短く、

休日が多いから」、「寮グランドなど福利厚

生施設が充実しているから」、「地理的条件

がいいから」、　「先輩が多いから」、　「どこ

も行くところがなく、やむなく」の中から選

択肢を一つ答えるものである。なお、調査結

果には、無回答の割合も公表されている。

「企業における若年者雇用実態調査」とは、

平成17年10月に企業における若年者の雇用状

況、採用状況・採用方針・問題点、人材育成

など若年者の雇用の実態を把握して、若年者

の雇用対策に役立てるために実施されたもの

である。

　「若年正社員の定着に役立っている施策」

について、　「本人の能力・適性に合った配

置」、　「職場での意思疎通の向上」、　「仕事

の成果に見合った賃金」、　「昇格・昇進基準

の明確化」、　「教育訓練の実施・援助」、

「仕事と家庭の両立支援」、　「配転・勤務地

等人事面での配慮」、　「労働時間の短縮・有

給休暇の積極的な取得奨励」、　「職場環境の

充実・福利厚生等の充実」、　「その他」、

「特に役立つ施策をしてない」、の選択肢を

答えてもらっている（複数回答可能）。

「若年正社員に望むことや身につけて欲しい
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能力の種類」について、　「職業意識・勤労意

欲」、　「強い責任感」、　「忍耐力」、　「マ

ナー・社会常識・一般教養」、　「新しい感

性・柔軟な発想」、　「チャレンジ精神・向上

心」、　「リーダーシップ・実行力」、　「専

門知識や技能」、　「企画・立案力」、　「理

解力・判断力」、　「コミュニケーション能

力」、　「特にない」、の中から三つまで回答

してもらっている。

注6 「学校・行政等への要望」として、　「学校な

どでの職業教育、職業観教育」、　「学校での

進路指導の強化」、　「インターンシップ（就

業体験）への援助」、　「公的な職業訓練の場

の充実、金銭面の支援」、　「企業説明会、就

職面接会などの開催」、　「求人・求職情報の

充実、提供」、　「トライアル雇用等に対する

援助拡大」、　「特に要望はない」、の中から

回答してもらっている（複数回答可能）。
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　　　　　　　　　参考　新卒者の在職期間別にみた離職率の状況

　　　　　　男性短大卒者　　　　　　　　　　　　　　　　女性短大卒者
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「アジア三国志」

ビル・エモット（英エコノミスト誌元編集長）著
ふしみ　　いわん

伏見　威蕃（翻訳家）訳

日本経済新聞出版社　刊　1800円（税別）

　著者は、日本のバブル経済の崩壊を予測し

た『日はまた沈む』でベストセラーを取り、

また日本経済の復活を宣言した『日はまた昇

る』で再び話題となった英エコノミスト誌の

元編集長である。

　アジア全体を見渡しながら、日本、中国、

インドの歴史や現況、抱えている問題や他国

との軋礫、それぞれの国の強み・弱みなど

を、豊富な統計資料を駆使して検証してい

る。アメリカの大手投資銀行ゴールドマン

サックスが発表した長期経済予測によると、

2050年には中国のGDPは44兆ドルを超え、2

位のアメリカの35兆ドルを10兆ドル近く差を

つけて1位となり、インドも約28兆ドルで3

位に躍り出る。現在2位の日本は大差で4位

（6．7兆ドル）に甘んじるという。長期予測

は不確実な変数が多く、必ずそうなると言い

切れるわけではないが、昨今の中国とインド

の目覚しい経済発展と大きな人口（市場であ

り人材でもある）、豊富な天然資源の存在な

どを考えると、あながち絵空事ではないよう

に思えてしまう。これまでの歴史の中では、

アジア地域に強大国が出現して全体のリー

ダーシップをとるということはなかった。

日本は世界第2位の経済大国であったが、

リーダーシップを取らなかった（取れなかっ

た？）。しかし、今後50年前後の間に、中国

とインドが経済力を高め大きな存在となるこ

とから、アジア地域のバランスオブパワーの

視点・展望が必要となってくる。政治社会体

制、文化・芸術、地政学的な事柄などが、経

済の発展や制度改革を妨げる場合がある。3

国ともそれぞれに、政治、歴史、紛争など問

題を抱えているので、連携して安定したアジ

アの舵取りを行えば、ともに繁栄しあえる

「アジアのドラマ」が演じられると説いてい

る。提示されている9つの進言が実現できる

かどうかの鍵は依然としてアメリカが握って

いること、また文章が少し難解であることが

残念ではある。しかし読み飛ばさずにじっく

りと最後まで目を通したい内容である。
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「自動車産業の終焉」

イアン・カーソン（英エコノミスト誌編集主幹）

ヴィジェイ・V・ヴェイティーズワラン（エンジニア）共著

くろわ　　あつし

黒輪　篤嗣（翻訳家）訳

二見書房　刊　1900円（税別）

　副題の「次世代クルマ戦争に勝ち残るのはどこ

か」も含めて、刺激的なタイトルである。

　自動車産業は終焉するわけでもなく、特別の自動

車技術をもった○○が勝ち残るとの内容もない。脱

石油とCO2削減、低炭素社会の実現という一大テー

マに向かって、どうしたら速やかに近づけることが

できるかを、広範囲の取材を行って説いている。

　地球温暖化問題の高まりや原油価格の高騰によっ

て、格段に燃費の良い車の出現が求められている。

ハイブリッド、クリーンディーゼルエンジン、バイ

オマス燃料車、燃料電池車、水素エンジン車、電気

自動車など、世界の自動車メーカーは環境とエネル

ギーに対応した自動車の開発競争にしのぎを削って

いる。どの技術が勝者となって生き残るのか。しか

し魔法の技術はなく、低炭素社会の実現のために、

あらゆるクリーン技術を動員すべきで、それには適

切な規制と創造的な技術、さらには政府と企業を動

かす市民の声など、すべてが必要であるというの

＼x’　　　　“　　　　　　＼・xへ＼・　　L父 、tt、・＼　　　殴＼　　　　　　、

格

塑と

が、筆者たちの主張である。

　ただ、既得権益である大手の自動車メーカーや巨

大石油資本が、石油を使い続ける燃費のあまり良く

ない車の存在を許してきたという考え方が全編を通

して流れているところが、気になるところである。

ただ、クリーンエネルギー車の開発によっては、こ

れまでの自動車産業の構造や構成員が変化するとの

指摘は新鮮である。すでにアメリカではこれまで自

動車産業とかかわりのなかったベンチャー企業やIT

産業の参入が相次いでいるという。従来のガソリン

を使う自動車エンジンに変わって、画期的な新しい

エンジンが生まれ、その動力源が変われば、自動車

の構成部品も異なってくるし不要となる部品も出て

くる可能性がある。平易な文章であり、面白く読み

終えることができる。

「格差と希望」

　　　ふみおおおたけ

大竹　文雄（大阪大学社会経済研究所教授）著

筑摩書房　刊　1800円（税別）

　この本は著者が、2005年～2007年の間に日本経

済新聞と週刊東洋経済に寄稿したコラムをまと

め、後から説明を加えた内容になっている。

　その時々の社会的事件や注目を集める現象、さ

らには論争などに対して、経済学者としての鋭い

分析と論理が展開されている。下敷きは経済学を

使い、その時々の政治・社会状況を眺めている。

正に明快な時代診断となっている。　「資本の論理

を問う」　「リスクと不安」　「社会の中のグレー

ゾーン」「格差社会の行方」の4つの章からなっ

ており、各章の個別テーマの字数も少なく平易な

文章であるので、読みやすい。
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第4回産政塾テーマ

　　宮崎県における

地域活性化の

取組みを学ぶ 　　　▲
愛知製鋼株式会社

人事部人事企画室

松尾　康史郎

〈きっかけ〉

　グローバル化が急速に進む中、私たちを取

り巻く環境は急速に変化している。日本では

少子高齢化が進み、特に過疎地域では少子高

齢化やグローバル化の影響により停滞感が強

まっている。

　そんな中、私たちのグループは「地域活性

化」について企画を立て、今注目を浴びてい

る宮崎県を訪問することを決めた。宮崎県

も、かつて人気観光スポットとして知られた

シーガイアを代表として、観光地として栄え

てきたが、海外旅行者の増加や、安い輸入品

の増加による地場産品との競合などの問題に

より、地域経済の低迷の道を進んできた。

　そんな中において東国原知事の「宮崎県を

どげんかせんといけん」という言葉のとお

り、このままではいかんと現在、必死に地域

活性化に取組んでおられる。

　一度低迷の道を歩んだ地域を立て直すこと

が容易いことではないことは私たちにも十分

推測ができる。そのような中で、宮崎県がど

のようなビジョンのもと、またそれを実現す

るために、どういう政策に取組んでおられる

のか。その取組みを現地現物で学ぶことで、

「自分たちの地域を真剣に考える」良いきっ

かけにするとともに、「自分たちが社会人、

地域人、そして企業人として、何ができ、何

をすべきなのかを学びたい」と思い、私たち

塾生はいざ宮崎へと出発した。

〈宮崎県庁を訪ねて〉

　中部国際空港を出発し、宮崎空港に到着。

バスで走ること約20分、私たちは宮崎県庁へ

と到着し、県庁職員の方々の温かい笑顔に迎

えられた。

　宮崎県庁では、大坪様をはじめ、県職員の

方々より、貴重な話を伺うことができた。

【主な話の内容】

①県外大学への進学者の増加や地元就職者が

　少ないといった社会減を大きな要因とし

　て県の人口が1年前より6000人も減少。

②出生率1．55％、高齢化率25％と少子高齢化

　が急速に進んでいる。

③人口の減少に伴い、財政状況においても、

　国の改革により、地方交付税の大幅な削

　減が行われ、予算規模はピーク時から
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　1200億円も減少。

④その他、有効求人倍率が0．59倍と除々に低

　下、企業の倒産も大きく増加するなど、

　県内経済も足踏み状態である。

　上記のようなお話から、宮崎県がいかに厳

しい状況におかれているかを知った。

　そんな中、東国原知事が誕生。鳥インフル

エンザや、不適正事務処理問題という急なピ

ンチにも迅速かつ真摯に対応された姿は私た

ちの記憶にも新しい。

　具体的に他にも「県民にわかりやすく、ま

た活性化するために議会を1問1答形式にす

ること」、　「県庁観光や移住セミナー、合コ

ンツアーを実施する」など、多くの斬新な発

想を具現化されていることを知った。知事の

抜群の発信力と様々な努力が相まって、県庁

観光の訪問者は一年間で約40万人を超えたと

のこと。　「県庁が観光名所になるなんて」

と、この数字には大変驚くとともに、様々な

取組みの成果が徐々にではあるが、着実に表

れてきていることを実感した。

　また同時にこういった取組みが、物産の売

上増加（宮崎物産館は1．4億円から7．6億円と

急増）や宮崎県が地方の代表としてメディア

で紹介される等、宮崎ブームの到来を巻き起

こしていることを知った。

　様々な取組みの中でも、私は『県民総力

戦』という取組みに感銘した。これは県民の

意識改革を図り、　「これはできん」から「ど

げんかせんといかん」への意識の変化、また

県政への自主的な参画を促すというものであ

る。従来の行政主導による一定のテーマを設

定（限定）して、県民に実施や参加を呼びか

け、支援を行うという県民運動とは大きく異

なるものである。推進活動の一環として県内

各地で座談会やフォーラムを開催し、意識啓

発を図り、今までは業界の上の方との交流が

主であったものを、現在は、第一線（現場）

の方や大学生の意見にも知事自らが意見を聞

くというようなことにも取組んでおられると

のことであった。

　宮崎日日新聞に掲載されていた東国原知事

からの県民へのメッセージには、　『ブームか

ら定着へ』　『県民みんなで自信と誇りを持っ

て、できることから取り組んでいこう』『新

しい宮崎を作っていく主役は県民一人一人で

す』とあった。

　私がこの「県民総力戦」に強く共感、感銘

した点はこのメッセージの中にもある。それ

は企業人として、私たちが働く企業にも同様

にこういった考えが重要であると考えたから

である。会社も主役は社員一人一人であり、

全員が当事者意識と共通意識を持ち、同じ方

向を向いて団結することが必要不可欠であ

り、それが実現できれば、それは間違いなく

絶大な組織力となり、企業そのものも大いに

活性化していくと思う。他人任せにするので

はなく「自分にできることは何か」を自らに

問い、　「自分が主役」　「自分にできることを

やろう」という前向きな考えこそが地域活性

化においても企業においても非常に重要かつ

ベースになるものではないかと感じた。

　県庁でのお話は私たち塾生にとって、地域

人、企業人として大きな学びを与えてくれる

機会となった。また最後にサプライズで東国

原知事にもお会いすることができ、私たち含

め、訪問にきた方一人一人と丁寧に握手をさ

れる真摯な姿勢にも大変感動した。
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〈食産業を訪ねて〉

　貴重な話を伺い、また東国原知事とお会い

できた興奮冷めやらぬ中、私たちは地域活性

化の取組みを次は現場で学ぶため、食産業を

訪ねた。

　まずは宮崎県西都市のマンゴーの選果場を

訪ねた。選果場では、西都市で出荷されるマ

ンゴーは全て糖度測定がされており、形、

色、糖度といった面で、特に優れているマン

ゴーを「太陽のたまご」というブランドで出

荷していると伺った。値段は1個2万円、初

物ではなんと10万円もの値段もつくとのこ

と。値段もさることながら、糖度を正確に測

ることのできる技術、そして一つのブランド

を作り上げることがいかに大変で、またその

ようにして築き上げられたブランドがいかに

偉大であるかを身にしみて感じた。

　次に実際にマンゴーを栽培しているハウス

に伺った。マンゴーは値段が高いため、マン

ゴーの栽培をされている方も単純に収入も多

いのだろうと思っていたが、実際に現場で話

を伺うと、マンゴーの栽培は非常に手間、暇

がかかること、また管理費等も多くかかり、

予想以上に大変であることを知った。しかし

苦労の中でも笑顔で話される様子から、自分

たちが作るマンゴーに多くの愛情を注ぎ、ま

たそれを誇りに思っていらっしゃる様子がひ

しひしと感じられた。そして何よりも食べて

くれる人のためにおいしいものを作りたいと

いう強い情熱を感じることができた。話を聞

いている私たちが清々しい気持ちになる程で

あった。

　また次には「酒の都酒造」を訪ねた。創業

104年を誇る若乃酒造は、西都市が工場誘致

活動を行っていたこともあり、誘致企業とし

て西都市にやってきた。社名も地元の方に親

しんでもらおうと西の都酒造と会社名を変

え、工場を立ち上げられたとのこと。施設内

には焼酎ができる過程や地元の食材を活かし

たレストランも併設されており、地元と密着

した発展を目指されていることが十分に伝

わってきた。工場の見学を通して、ここでも

同様においしい焼酎を造るために様々な工夫

がなされ、たくさんの愛情や思いが込められ

ていることを知った。

　上記のように食産業の現場を見て、現場で

も様々な知恵のもと、多くの方が絶え間ない

努力をされていることを身にしみて感じた。

モノづくりの企業においても、お客様に満足

していただける製品を作り上げるには、その

モノに対する「愛情」　「誇り」　「情熱」が原

点になければならないということ、そして何

よりもたくさんの知恵と絶えまない努力が必

要だと感じた。また同時に地域とともに共存

し、地域住民の方から理解され、愛されるこ

とが組織の発展には非常に重要なことである

と思った。

〈観光産業を訪ねて〉

　翌日、私たちは宮崎市を午前7時30分に出

発し、約3時間かけて、高千穂へ移動した。

　ここではANA総合研究所より地域再生マ

ネージャーとして派遣されている柳田様に地

域再生マネージャーとしての取組みを伺っ

た。

　高千穂は地域資源を活用した産業・経済の

未熟、宿泊観光客の減少、若者の町外流出と

いった大きな問題を抱えていることのこと。

そこで地域再生プロジェクトとして「心なご

む日本の古里をつくり、暮らしをつくる」を
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ビジョンに掲げて活動され、地域組織そして

住民と協力して、いろいろな取組みをされて

いることを伺った。

　実際に、全日空ホテルでの高千穂フェアや

キリン麦酒とのコラボレーションで高千穂デ

ザインカンの販売キャンペーンを行うなど、

様々な斬新なアイデアが実施されていること

を知った。こういう活動を通して自分たちの

造るものがたくさんの方に知られ、愛される

ことで、その地域の方もまた自信を持てるよ

うになるとのことであった。ここにもまた地

域活性化に欠かせない「自分たちの地域、モ

ノに誇りと自信を持つ」という原点を見た気

がした。

〈塾生にて議論〉

　今回の活動を通して、自分たちの住む地域

の活性化のために自分たちにできることは何

かを議論した。多くの意見が出たが、やはり

「まずは自分たちの地域の良さをきちんと知

ることが大切」　「人と人とのつながりを通し

て暮らしやすい地域を作ることが重要」と

いった意見が多く、何よりも地域活性化を自

分の地域、そして自分とは関係ないことと思

わずに、自分に何ができるかを考えなければ

ならないという気持ちを新たにした。

〈塾長の言葉〉

　最後に塾長より以下のような言葉をいただ

いた。

①「地域活性化を深いレベルで考えること」

　自分たちの作るものを使用、消費する人

　は全国にいる。自分の地域のことだけ考

　えていては、本当の発展にはならない。

　地域活性化が自分のためということを理

　解すること。

②「一人一人が砂浜の砂一つを動かす」

　小さなこと一つを動かす、その積み重ね

　が物事を動かす。自分の住んでいるとこ

　ろの良さを知り、自分の住んでいる地域

　でたくさんの時間を作ること。

　　自ら主体的（主役）になり、他人事にし

　ないこと。

③人は一人では生きていけない、人と一緒

　にやることを心がけていかなければなら

　ない。

〈高千穂峡を訪ねて〉

　熱い議論を終えた私たちは高千穂峡を訪ね

た。雄大な絶景と神秘的な雰囲気を持つ高千

穂峡に圧倒されつつも、大きなパワーをもら

うような気持ちであった。高千穂最高！皆が

そんな気分だった。

〈最後に〉

　今回の宮崎研修では本当に多くのことを得

られたように思う。今回の研修で学んだこと

を私なりに下記にまとめてみた。

【地域活性化において重要なこと】

①トップだけでも、また現場だけもない、そ

　こに住む住民一人一人が主体性と共通意

　識を持ち、地域全体が一体化となって取

　り組むことが必要不可欠である。

②何より自分の地域をもっと良く知り、もっ

　と好きになり、地域のために自分にでき

　ることは何かを考えていく必要があるこ

　とを感じた。

　　地域活性化には間違いなく、そこに住む

　地域住民の『強い思い』とまたそれをき

　ちんと実行していくr行動』が必要であ
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　ると思った。

③また同時に自分の地域の強みを明確にし、

　その強みを更に伸ばしていくこと、また

　は創造していくことが大切だと感じた。

　やはり強みを持っている組織、またそれ

　をきちんと明確に意識して戦略を立てて

　いる組織は強いと感じる。

【企業人として感じたこと】

①地域という大きな組織と同様に、企業で

　もrトップの強いメッセージや企業とし

　ての明確なビジョン』と『現場の社員一

　人一人の思い、そして知恵と努力』、こ

　の経営と現場の両輪がうまくかみあって

　こそ、また社員1人1人が企業にそして

　自分に自信と誇りを持ち、一丸となって

　こそ大きな成果が生まれるものだと感じ

　た。

　　宮崎県が今元気に感じられるのは何よ

　りもそこに大きな要因があるように思

　えた。また注目されることがきっかけと

　なり、自信と自覚を住民一人一人が更に

　持つようになっているのではないかと思

　う。地域、企業といったあらゆる組織に

　おいても個人においても注目されること

　は非常に重要で、注目また期待されてこ

　そ、責任や自信、やる気、自覚、そう

　いったものが生まれるような気がした。

②加えて、組織の発展には常識や枠にとらわ

　れない斬新なアイデア・発想が必要不可

　欠であることを知った。人は得てして、

　いつの間にか、自分の中に常識や限界を

　作り、思考が固まってしまうことがある

　ように感じる。この産政塾の大きな目的

　である、自分の殻を破ることにも共通す

　る部分だと思うが、自分の枠を超えて、

　大きな視点に立ち、思い切ったアイデア

　を生み出す力が大切だと思った。またそ

　れを実行するr行動力』も同じく重要

　だ。

　最後に、やはり一番に感じたことは、　「何

事も自分に関係ないと思っては何も始まらな

い」ということである。どんな小さなことで

も、自分にできることを精一杯やること、そ

してそれを続けていくが大事だと思った。

『問題意識や当事者意識を持っことの大切

さ』　『積み重ねと継続することの重要性』良

く耳にすることだが、その大事さを身をもっ

て学ぶことができた。自分の人生の主役は誰

でもない自分であるということを忘れてはい

けないと思う。

　地域活性化というテーマであったが、社会

人、企業人として、また何より一人の人間と

して、ただの知識ではなく、内面からも学ぶ

ことも多い、実りのある研修であった。今回

の研修は間違いなく、自分の人生の中で決し

て忘れることのない貴重な体験になったと思

う。今回学んだこと、感じたことを周りの人

にも伝えると同時に今後の人生に活かしてい

きたい。

　最後にこのような貴重な経験をさせていた

だいた、宮崎県の方々、産政塾の関係者の方

はじめ19期生の皆様、またこの産政塾へ参加

を応援いただいた方に心から感謝いたしま

す。本当にありがとうございました。
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第5回産政塾テーマ

　　すべての始まりは情熱から

～ FC岐阜のチャレンジ・スピリットに学ぶ～

て

中部電力株式会社

中和田　教仁

1．今回の企画にあたって

　（1澗題意識

　「情熱」とは一体なんだろう。

　社会人になり、考えてみればいつのまにか

「情熱」　「夢」という言葉すら忘れ、日々の

業務に埋没している自分がいる。

　今回、我々産政塾に集った仲間に共通した

テーマは、　「殻の外に飛び出そう」である。

　『「殻の外に飛び出すため」に必要なの

は、もしかしたらこの「情熱」　「夢」に代表

される「気持ち」なのでは。』そう仮説を立

てた我々企画チーム、Bグループメンバー

は、今回の企画にあたりなんと3時間に亘り

「情熱とは何か」について議論した。

（2）情熱とは何か

　「情熱」って、何だろう。例えば、人間好

きな事にはある程度「情熱」を持って取り組

むことができる。趣味や、スポーツが好例で

はないだろうか。では、　「情熱」は楽しいこ

と、好きな事に取り組むことから生まれるの

か。

　しかし、世の中には「困難な事」　「嫌な

事」にも情熱を持って熱心に取り組んでいる

人もいる。

　振り返って我々が日々こなしている「仕

事」　「日常業務」について考えてみると、例

えば「やりたい仕事」もあるだろうし「でき

ればやりたくなかった仕事」もある。どうせ

やるなら、楽しくやった方が良いし、身に付

くものも多いはずだ。

　その「楽しくやれるかどうか」の分岐点が

「情熱」なのではないか。では、我々が殻の

外に飛び出す為に必要かもしれない「情熱」

とは、決して楽しい事に取り組むことから生

まれるものではないのではないか。もしかし

たら困難な事でも夢を持って、前向きに挑戦

し続けると、いずれ「情熱」に変化していく

のではないか。

　そう仮説を立てた我々Bグループは、

『数々の困難を乗り越え、奇跡のJ2昇格を

果たしたFC岐阜を訪問し、その「情熱」の

源を探ることで「殻の外に飛び出す」キッカ

ケを探る』ことを企画として決定した。
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2．今西GMとの出会い・講演

　（1）今西GMとは

　現在FC岐阜をGM（ゼネラル・マネ

ジャー）として率いる今西GMは、日本にG

Mという職業を定着させるきっかけを作った

方である。元東洋工業（現マツダ）サッカー

部でDFとして日本リーグ4連覇、日本代表

入りを果たし、その後もサンフレッチェ広島

の総監督（GM）として2年目1stステージ

優勝、その後発Jクラブの誕生にも指導的な

役割を果たされるなど、日本サッカー界に大

きな足跡を残された方である。

　我々は、今西GMの講演を伺うことによ

り、そのチャレンジ精神・「情熱」の源を伺

うことにした。

　（2）今西GMの講演

　約1時間30分に亘る講演内容の全ては紹介

できないが、特に私が感銘を受けたことを以

下に記す。

○プロとアマの違い

・プロであるほど、チームの結果を大切にす

　る。個人の結果にこだわらない。アマチュ

　アほど自分・個人の結果にこだわる。

○リーダーシップとは

・ リーダーとは、なろうと思ってなるもの

　ではない。個人ではなく、集団の一員とし

　て、例えば集団に所属していれば便所掃除

　でもなんでも良い、　「誰かがやらなくては

　ならないこと」がある。これらをとにかく

　全力でひたむきにやる。そうすると、　「あ

　いつには世話になった」という人が増えて

　くる。その人達は、困った時にいつか助け

　てくれる。そういう人を何人作れるかが

　リーダーシップだと思う。だから、リー

ダーとはなろうと思ってなるのではない。

その人の生き様の結果である。ひたむきに

頑張る結果、周りがリーダーにしてくれ

る。

3．服部強化部長によるサッカー練習

　今西GMの講演を拝聴した後、服部強化部

長兼地域貢献推進部長によるサッカー練習の

指導をいただき、1時間ほど汗を流した。練

習後、服部強化部長からは、以下のようなお

話をいただいた。

・ 今日の練習では、意識的に、隣の人と手

　をつないだり、他の人の名前を呼び合うな

　ど、コミュニケーションを重視した練習を

　取り入れた。

・例えば日常の業務で、隣の人と手をつない

　だりすることがあるだろうか。

・しかし、サッカーでは、ある人がゴールを

　決めると、汗ダクダクの男が、みんなで抱

　き合って喜ぶ。冷静に考えると、気持ち悪

　い光景である。

・しかし、これこそがチームプレーなのであ

　る。ゴールは、その人個人の力ではない。

　チームとしての協力によって成り立つもの

　である。だからこそ、喜びも大きい。抱き

　合うこともできる。

・ 今日皆さんは、自然と隣の人と手をつない

　だ。これは、皆さんが組織の一員としての

　役割を自覚し、その役割を果たそうとした

　からだ。

・今西GMからのお話にもあった「プロと

　は」ということを、少しでも感じていただ

　いたとしたら幸いである。

　チーム（組織）として結果を出せる人間が

本当のプロ。そのお話を再認識でき、さらに
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「情熱」についての考えを深めることのでき

た練習であった。

4．終わりに

今回の産政塾では、r「組織」「チーム」

として結果を出せるのが、本当のプロ』とい

う今西GMの講演を聞き、さらには運動を通

じて体験し、学びを深めることができた。

　チームの一員である以上、与えられた役割

には必ず意味がある。会社であれ組織であ

れ、その経緯がどうであれ自分の意志で参加

している以上、与えられた役割をひたむきに

やりきることが大切なのではないか。我々B

グループのテーマであった「情熱」とは、そ

の組織の一員として、「自分だけではなく、

みんなの成功のために」を考えることのでき

る責任感なのではないか。

　それが「情熱」の答えではないかも知れな

い。しかし、私自身は今回のFC岐阜訪問を

通じてこのように感じ、殻の外に一歩踏み出

すための一つの大きな経験を得ることができ

た。

　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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第6回産政塾テーマ

　　富士山に挑戦！

　　　　　　富士山麓に塾生泣く1

東海理化労働組合

山　口　久　雄

1．はじめに

　私たち産政塾生は、社会人としてある程度

の年月を重ねてきている中で、これまでの経

験を糧としつつ、未知の世界へ足を踏み入

れ、多くのことを吸収できる時期を迎えてい

るように思う。しかしその一方で、これまで

の経験を重視するあまり、新しい何かに挑戦

することに躊躇したり、自らが勝手に限界点

を設定したりする気持ちになってしまうこと

も少なくない。

　これまで19期産政塾では「殻の外へ踏み出

そう！」というテーマのもと、本当に数多く

の素晴らしい経験を塾生全員で体感してき

た。そして今回が最後の企画となる。さまざ

まな刺激を受けながら共に学んできた集大成

として、皆で本気で何かに挑戦し、自分たち

が決めたリミッターを取り外し、真の意味で

殻の外に踏み出したい。そんな思いが今回の

企画の根底にあった。

2．企画のねらい

殻の外へ踏み出すには「本気で挑戦する

心」が絶対に必要である。しかし、そんな気

持ちを味わうためには、　「達成できないかも

しれない」　「結末が全く予測できない」こと

への挑戦が必須だった。そのような企画が果

たしてあるのだろうか。企画チームは悩みに

悩んだ末、ついに1つの結論に至った。それ

が「富士山登山」であった。

　日本人にとって特別な存在である「富士

山」の登頂を目指すことは、その一方で大き

なリスクを背負う事にもなる。当然ではある

が、全員が登頂できる保証などどこにも無い

し、天候によっては全員が登頂を断念せざる

を得ないケースも考えられる。企画自体が丸

つぶれになる可能性もある。しかし、そう

いった予想もつかない企画であるからこそ

「本気で挑戦する心」が芽生えるに違いな

い。産政塾生としての活動は終わりを迎えつ

つあるが、我々にとって最も大事なことは、

「産政塾で感じた挑戦心を自らの心に刻みつ

け、今後の人生でしっかりと生かすこと」で

ある。富士山頂の素晴らしい景色と一緒に、

山頂で感じるであろう「挑戦後の達成感」を

心に刻み付けることが、塾生にとって一生の
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思い出となり、そして大きな財産になるはず

だ。そう考えるに至った。

3．事前準備

　6月中旬には日程も決まり、7月27日（日）に

登り始め、翌28日㈲に下山することとなっ

た。そして1ヶ月前の6月下旬頃から、塾生

は本格的な事前準備に入ることとなった。登

山の未経験者が多かったため、皆で情報を交

換し合いながら各自が装備を整え始めた。当

然、肉体的な準備も必要であるため、塾生は

仕事の合間を見つけてのトレーニングに励む

こととなった。　「趣味で登るわけではない。

皆で山頂にたどり着くために、やれる限りの

準備をやっておきたい」といった声も聞こえ

てくるようになった。塾生達にとっては、

1ケ月前からすでに登山は始まっていたのか

もしれない。

　登山日が近づくにつれて、塾生の間に心地

よい緊張感が漂ってきたように感じられた。

そういった雰囲気の中で「富士山の前に、別

の山で登山を経験しておこう」という企画が

持ち上がり、猿投山や金華山での事前練習が

行われた。塾生の間で結束力が深まっていく

のが、はっきりと実感できるようになってき

た時期であった。それは「もし仮に登頂が失

敗に終わったとしても、これほどまでに各塾

生が積極的に取り組んできたのだから、充分

に意味のある企画であった」と思える程で

あった。

4．富士登山へ

　（1）8合目まで

　7月27日（日）名古屋駅に朝8時に集合し、バ

スを1台貸し切って一路富士山へ。15時に五

合目に到着し、いよいよ出発と意気込んだ矢

先、激しい雷雨に襲われた。一時的なものと

はいえ、やはり山の天気は変わりやすい。30

分くらいたって雷雲が去り、ようやく出発と

なった。ガイドの方の先導のもと、塾生総勢

21名はひたすら歩き続けた。6合目に着いた

あたりで、再び雨が降り出した。雨具を着る

一方、この時点ではまだ気温も暑く、温度調

整に苦労した。登り続けるうちに次第に疲労

も増してきており、所々休憩をとり歩き続け

た。足場も登り続けるにつれ、岩や砂利が増

え、歩きにくくなってきた。7合目あたりで

ガイドの方が、　「今日泊まる8合目の山小屋

はあれですね」と指をさして教えてくれた山

小屋は遥か遠くにポツンと小さく見えた。

「あそこまでたどり着けるだろうか」登頂失

敗するのは、自分ではなかろうかという不安

がよぎった。

　20時になるとすっかり暗くなり、ヘッドラ

ンプがないと歩けない暗さとなった。また気

温も下がり寒い。この頃になると、先が見え

ない不安と足の重さとで余計なことなど考え

たくない精神状態だった。息も上がり、高山

病への不安も高まる。どの塾生も疲労の色は

隠せない状態だったが、誰ひとり断念しよう

とする者はいなかった。私自身、太ももがプ

ルプル痙攣している状態だったが、気持ちが

揺らぐことはなかった。もし、これが一人で

登っていたらこの時点で断念していたかもし

れない。そして、21時頃今晩仮眠をとる山小

屋に塾生到着した。

　（2）富士山頂～下山

　山小屋で約3時間の仮眠をとり、28日2時

富士山頂へと再び歩き始めた。この時間にな
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るとご来光目当ての登山客で、登山道の前も

後ろも溢れていた。そのためか歩くスピード

が遅くなったため、多少余裕があった。もち

ろん疲れは残っていたが、睡眠前にガイドの

方に足のマッサージをして頂いたせいか幾分

足も軽くなっていた。

　9合目を越え、途中前方の混雑を避け、人

の少ない下山道を登っていくうちに、頂上が

視界に入ってきた。そして、4時30分頃、富

士山頂にとうとう到着した。塾生全員が登り

切った。一人の脱落者も出さなかった。天気

も非常に良く、ご来光を拝むことができた。

まさにそれは「挑戦後の達成感」を心に刻み

付けることができた瞬間でもあった。

　その後山頂で記念写真を取り、朝食を食べ

た後、下山。下山は膝に非常に負担が掛か

り、途中膝を痛めてしまった塾生もいたが、

ガイドの方の協力もあり、全員自力で五合目

に戻ることができた。これもまた違う意味で

の「達成感」だった。

5．最後に

　今回全員が頂上に登頂することができたの

は、全員が事前に自ら入念に訓練し準備した

のはもちろんのこと、　「本気で挑戦する心」

を持つことができたことができたからだと感

じる。本気になって塾生ひとりひとりが殻の

外に踏み出したからこそこの企画を進めるこ

とができたと思う。そういう意味では今回全

員が登頂することができなかったとしても、

企画から登頂当日までのプロセスを考えれ

ば、悔いは残らなかったのではないだろう

か。殻の外に踏み出したことによって、塾生

ひとりひとりの大きな財産となった。この財

産はひとりひとりの将来のために役立てられ

ることになると思う。最後に、今回お世話に

なったガイドの方、事務局の松井さん、塾

生のみなさん、そして企画から携わったCグ

ループのみなさんに感謝申し上げる。
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産政研
だより

第4回産政塾活動報告

　第4回の会合を6月12・13日（木・金）に開催した。　「宮崎県の地域活性化の取り組みを学ぶ』というテーマ

で、東国原知事誕生で活況を呈している宮崎県を訪ね、地域活性化の取り組みを現地・現物・現認し、私達の住

む町づくりについて、考える機会とした。最初に、宮崎県庁を訪ね、県職員の方達から宮崎県の将来ビジョンと

プロセスについて、お話を伺った。「地域の声に対し自らの言葉で答える知事の出現で、引っ込み思案な県民が

『これはできん』からrどげんかせんといかん』へと意識が高まり、県民みんなの知恵を出し合う機運が生まれ

た。話し合いを重視し、市町村と地域一体となった地域づくりへの取り継みを支援・後押しを行う。」と力強く

お話された。その後、宮崎の主要産業となる「食」・「観光」産業の現場であるマンゴー選果場と西の都酒造を

訪ねた。生産から流通まで携わる人達が「たくさんの人達においしいものを」という心を持ち、オリジナルの生

産方法や信頼向上のため徹底的な品質チェック・番号管理などの工夫を施しブランドを高める努力を行ってい

た。観光産業では、高千穂を訪ねた。高千穂のかけがえのない良さにこだわり、心がなごむ日本の古里・暮らし

づくりというビジョンを掲げ、住民一体となり取り組んでいた。最後に、私達の住む町づくりについて何ができ

るのか全員で議論し、①町のよさを引き出し伸ばすこと②地域活性化のキーワードは人、人とのつながり③一人

ひとりが自らできる小さなことから着実に行動するという意見が多かった。地域活性化と大上段に構えず、身近

なことで、自らできる小さなことから着実に行動に移すことの重要性を確認しあった。

【県職員の方達によるご講演】

【マンゴーの出荷場にて】

【県庁をバックに記念写真】

【西の都酒造にて】 【高千穂にて】

【塾生全員で議論】

i　　　第4回企画担当：Dグループ　　　　i

iメンバー：近藤　智也（全ユニー労働組合）　　i

l　　　　森下　宏浩（トヨタ自動車労働組合）i

i　　　　皆川　和孝（トヨタ車体株式会社）　i

i　　　　泉　　祐輔（東邦ガス株式会社）　　i

i　　　　北村　美帆（デンソー労働組合）　　i

l　　　　松尾康史郎（愛知製鋼株式会社）　　1
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産政研
だより 第5回産政塾活動報告

　第5回の会合を7月10日因に開催した。　『すべての始まりは‘情熱’から』というテーマで、FC岐阜を訪

ね、情熱の源を探り、自らの心に更なる情熱を燃やす機会とした。今西GMより、長年の実体験をもとにし

たリーダーの心得や今後の人生を充実するための貴重なお言葉をいただいた。　『①話しを聞いてあげるこ

と、相手の欲していることを理解してあげること、このようなことができれば人は集まる。②役割をもた

せ、勝たせてやる。そして試合に出してやること。組織の求心力につながる。③結果を求める前に、自らが

できることをコツコツやる。④負けん気は大事。でも切れてはいけない。たとえ自分の考え方と違う人がい

たとしても、自らのやり方で勝負。⑤迷わずがむしゃらにやれ』とのお言葉はとても印象的であった。その

後、服部部長の指導のもと、サッカーボールを使って運動した。ゴールを入れた瞬間は抱き合い皆で喜び

あった。その姿は無邪気で滑稽であったが、とてもまぶしかった。今西GMからの激励のお言葉を胸に、前

向きな気持ちを持って、果敢に行動し自らの人生を充実させようと誓った。　（r心が変われば行動が変わ

る。行動が変われば習慣が変わる。習慣が変われば性格が変わる。性格が変われば人生が変わる』。）

　　　　　【今西GMによるご講演】　　　　　　　　　　　　　【講師と塾生との意見交換】

【服部部長指導のもと皆で運動】

【今西GMからの激励のお言葉】

1　　　第5回企画担当：Bグループ　　　　’｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

iメンバー：小澤　真純（関東自動車工業株式会社）｝

i　　　　　上田　　治（トヨタ紡織株式会社）　｝
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i　　　　佐々木麻子（刈谷市役所）　　　　　i

i　　　　筑尾　康範（丸栄労働組合）　　　　l

i　　　　塗師尾　充（トヨタ車体労働組合）　i

k．．＿．＿一一＿一．史麺里教仁（中部電力株式会社）　　ノ
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産政研
だより

第6回産政塾活動報告

　第6回の会合を7月27・28日（日・月）に開催した。様々な刺激を受けながら共に学んできた集大成と

して、皆で本気で何かに挑戦し、自分たちが決めた限界を取っ払い、真に殻を踏み出そう！ということ

で、富士山に皆で挑戦することにした。チャレンジするには一定のリスクも存在する。万が一、登れな

かった場合、必要以上に責任を感じる人や、無理をして病気になってしまう可能性もある。そうした心配

から、登るまでのプロセスを重要視しようと、近辺の山で事前練習会を実施した。これが功を奏し、全員

のモチベーションを高めるとともに、本音が言える仲に近づいた。当日を迎え、バスの中でも、歌を歌い

ながら、気分を高めていった。登山口に到着すると、激しい雨に見舞われ、自然の気まぐれに不安を掻き

立てられた。いざ登山。7合目から8合目にかけ、塾生みな言葉少なく笑顔が消え、肉体的にも相当に疲

れ果てていた。頑張ろうとの声掛けだけでなく、持ち寄った食べ物を分け合いながら助け合った。山頂ま

で2時間。胸突八丁の道が続く。もう言葉はでない。気力をふりしぼった。見事、全員が登頂した。あれ

だけ遠くに見えた富士山であったが、苦しいながらも確実に歩を進めたことにより、全員登頂することが

できた。また苦しい中でも皆で励ましあうことで、あきらめることなく歩くことができた。塾生の旅はま

だまだ続く。それぞれの道を一歩つつ着実に歩んで行くことになると思う。

　　　　【企画グルづによる事前網会】　　　t－一，【いざ富士山に挑馴

【6合目】

【山頂にて全員で記念写真】

慰磁
　

／
盛

ア
響
嵐

【8合目】

一バンメ

第6回企画担当：Cグループ　　　　　｝

　山口　久雄（東海理化労働組合）　　1

　吉清　一博（トヨタ自動車株式会社）i

荻野聡子（松坂尉働組合）　i

　新金　恵介（アイシン精機株式会社）i

　三田地勇也（中部電力労働組合）　　｝
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産政研
だより 第7回産政塾活動報告

　閉塾式を8月21日に行った。産政塾のテーマである「殻の外へ踏み出そう」について、今期の活動を振

り返りながら活発に議論した。議論の中では、「殻」について改めて考え直すとともに、「一歩踏み出

す」ことの大切さを認識しあった。塾生達は新たな決意を胸にすることができたと思う。また、今回の

19期生のつながりを今後も大切にしていくことを誓っていた。

　最後に業務スケジュールを調整し参加した塾生の皆さん、お疲れ様でした。また塾生を派遣してくだ

さった、それぞれの職場の上司や仲間の皆様、ありがとうございました。塾生に代わって、お礼申し上

げます。さらに各企画を実行する上でお世話になった関係各位には、誌面をお借りしてお礼申し上げま

す。本当に有難うございました。

東塾長より贈る言葉

「殻の外へ踏み出そう」についてグループディスカッション

配號llご∵li
「　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　竃

嬢　　　　　　　　腐　　　1　　　　　　麗　　　簿

1脚　　　庶　　　　　　む

1慌讐1，隅；驚

＝▽∵・剛労

今後の決意を語る

OHPにて今期の活動を振り返る
　　　flr＝－x　　xom　H　　　　　・　

　　　　　　警響。・鰐建

グループ毎に発表

　　　　　　　＝／／　　　振鋸彗ま奪
　　　　　　　ゑ　　　　　　　　　o

　　　惑　　鉱

強慢メtS薗翻
　　より一一rsのご活躍を期待します！1
「1‘。・・°xx　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
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6月1日㈲

6月5日困

6月12日～13日

6月16日（n）

6月20日囲

6月23日㈲

6月末

7月9日困

7月中旬～下旬

7月25日團

7月27日～28日

8月20日困

8月21日困

2008年6月1日から8月末までの主な活動

関西国際産業関係研究所　年次総会に参加

中部産政研設立20周年記念セミナー

「企業経営と人づくり」

トヨタ自動社㈱　取締役副社長　木下　光男氏

第4回産政塾
宮崎県を訪ねて「地域活性化の取り組みについて学ぶ」

中間監査

第20期調査研究テーマ　第6回専門委員会

「生産現場における高年齢者が活躍できる職場づくり」

第20期全トヨタ労連受託テーマ：研究主査打ち合せ

中部産政研設立20周年記念特集号発行

第5回産政塾
FC岐阜を訪ねて「夢に向かって挑戦する姿勢から『情熱』を学ぶ」

賛助会員への活動報告　（意見交換）

第20期調査研究テーマ　第7回専門委員会

　「生産現場における高年齢者が活躍できる職場づくり」

第6回産政塾
　「皆で富士山に挑戦　～富士山麓に塾生泣く～」

第41回理事会、評議員会開催

中部産政研設立20周年記念講演会＆記念レセプション開催

第19回産政塾　閉塾式　　「殻の外に踏み出そう」
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産政研
だより 20周年記念行事

　中部産政研設立20周年を記念した行事を、平成20年8月20日体）に名鉄ニューグランドホテルで開催し

た。第1部の記念講演会には、トヨタグループ企業労使をはじめ中部地区の主要企業各社の労使代表や

学識者も加わり、230名を超える参加者があった。

　最初に、第20期研究「生産現場における高年齢者が活躍できる職場づくりと課題」について、南山大

学総合政策学部の村松久良光教授から報告があった。改正高年齢者雇用安定法が施行され、今後高年齢

者が継続的に増加していくことが想定される中、再雇用者本人、職場の管理監督者や企業人事へのアン

ケート調査などを踏まえ、高年齢者の雇用拡大に伴う職場管理上の課題と今後の対応策、更には労使が

果たす役割などについて報告した。今回の報告は中間報告ともいうべきもので、最終報告書は近々発行

の予定となっている。

村松久良光先生

　次に、中部産政研顧問の法政大学名誉教授小池和男先生の記念講演、　「海外日本企業の人材形成」一

もの造リにおける知的熟練一があった。小池先生には、中部産政研設立以来、様々な面で大きくお世話

になっている。今回の記念講演は、“日本企業の企業経営、仕事方式は、海外でも通用するのか”の命題

のもと、トヨタ自動車の米国、英国、タイの3工場における生産ラインの設計とそれを構築する担当者

に焦点を当て、現地の多くの関係者へのヒアリング調査などを踏まえて比較調査したものである。人材

を育て活用する日本的なやり方が、いかに高い生産効率に結びつくかその核心に迫った内容であった。

詳細な内容は、　「海外日本企業の人材形成」　（東洋経済新報社）で発刊されている。

小池和男先生

　第2部では20周年記念レセプションを開催した。中部産政研理事長の東正元の開会挨拶、トヨタ自動

車㈱取締役副社長の木下光男氏と初代理事長の梅村志郎氏のお祝いのお言葉の後、小池先生による乾杯

の音頭によって、懇談に入った。会場には、中部産政研の賛助会員企業労使の代表の方々や顧問・研究

員の先生方、また中部産政研の歴代スタッフなど、多数の参加があった。会場のいたるところで人の輪

ができ、和やかに懇談が続いた。また閉会前に、当日の理事会にて次期理事長に選任された加藤裕治氏

より挨拶があった。最後に、幣財団常任顧問の小田桐勝巳より閉会の挨拶を行い、盛大に行われた20周

年記念レセプションも終了した。
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東理事長の挨拶

小池先生の祝辞

木下副社長の祝辞

　　　　T留

　　　k刈

　s”　　t

L鑑L
　初代理事長の梅村志郎氏

ご，　　　　　　二」
新理事長の加藤裕治より挨拶

　　　　　　「

　　　一、Sl“一」

多くの参加者

小田桐常任顧問の閉会挨拶

A■闘■国【P■■團閣r騒

和やかに懇談・

ン

f”“”一一「、
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役員改選について

　8月20日困に第41回理事会、評議員会が開催され、第20期中間事業報告、予算執行状況報告や次期（第

21期）事業計画と予算、及び役員、評議員、特別委員の選任に関する議事が承認された。

　そこで本年8月末をもって、東　正元氏が理事長を退任し、9月1日付で新たに加藤裕治氏（前　自

動車総連会長）が第6代の理事長に就任することが決まった。

　本年9月より第21期（2008．9～2009．8）がスタートした。新理事長には、加藤裕治氏が就任し、新た

な体制で第1歩を踏み出した。

　弊財団は、1988年9月に「我が国の産業・技術の中枢である中部地方に足場をおいて、産業や労働に

関わる諸問題について調査研究を行うと共に教育啓蒙活動を行い、我が国の良好な労使関係の形成と国

民経済の発展に寄与する」目的で設立され活動を開始して以来、20周年を迎えた。中部地方の主要な労

働組合と企業によって運営し、学識者と企業労使が共同で実証的な研究をするユニークな研究機関とし

て、これまで関係各位の格段のご理解、ご支援と諸先輩方をはじめ多くの方のご協力を得て着実な実績

を積み重ねてきたものと確信している。

　本年、設立20周年記念行事を開催し、これまでの20年の歩みを振り返りつつも、今後に向けた新たな

活動、視点についても大変多くの方からご示唆を頂いた。

　今後、世界的な熾烈な競争と急速なグローバル展開の中で難しい企業経営を迫られており、企業競争

力の源泉である「人」に焦点を当て、労使相互信頼を絆に「人の意欲、活力を引き出す」提言活動は大

変意義があり注目されている。

　私ども役職員一同、これまで以上に使命感を持って弊財団の一層の充実、発展に専心努力していく所

存ですので関係各位の変わらぬご支援、ご協力をお願いいたします。

一 理事長経歴一

名
職
地
日

　
　
身
朝

氏
現
出
生

加藤　裕治

圃中部産業・労働政策研究会理事長

愛知県

1951年12月29日

＜経歴＞

1975年4月

1984年9月

1988年9月

1992年9月

1998年9月

2001年9月

2001年10月

2005年10月

2008年9月

トヨタ自動車株式会社　入社

トヨタ自動車労働組合　専従

トヨタ自動車労働組合　書記長

自動車総連　事務局次長

自動車総連　事務局長

自動車総連　会長

連合　副会長

IMF－JC　議長

圃中部産業・労働政策研究会理事長

　　　　　　　　　2008年9月現在
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産政研
だより

退任にあたって

主任研究員

松　井　英　治

．”　ぶ　．

』誌、血

　中部産政研に派遣され4年が経ち、9月1日付けで職場に戻ることになりました。着任した当初を振

り返ると、正直、わからないことばかりで、冷や汗の毎日でした。そんな折、当時の事務局長から、

「何事もこだわりを持つと新たな発見ができるのだぞ。新たな発見を楽しめ！！」との激励をいただい

た。実際、中部産政研の諸先輩方は、自らで問題意識を持ち、どこから持ってきたのかわからないほど

の黄ばんだ古い資料を引っ張りだして調べたり、地道なヒアリングを通じ現状把握するなど熱心に研究

に取り組まれていた。諸先輩方のこの執念ともいえる地道な努力はどこから来るのかその答えを探りな

がらも、この4年間、自己研鐙してきた。

　自分自身、調査研究に携わり、様々な知識を得ることになった。とくにヒアリングで得た情報は、非

常にためになった。本で得た内容とは異なった事実を聞くと、得した気分になり、さらにもっと知ろう

となる。知識が増えるにつれ、いくつかの考え方を持つようになる。さらにもっと知ろうと様々な人に

アドバイスを聞くと、不思議なことに自分の考え方が整理されていく（創られていく）のである。まさ

に喜びを感じる瞬間である。これが新たな発見を楽しめということなのか。まだまだ、先輩方の領域に

は届かないが、そんな感情が芽生えたのである。

　調査研究というものは、本を読んでまとめるほど簡単なものではない。本は参考にはなるが、自分の

考えではない。ヒアリングやアンケート調査を通じ現状をしっかり学び、その結果をもとに、自らで考

え・調べてみる。こうした積み重ねにより自らの考え方が創られていく。その過程は、決して華やかな

ものではない。本当に地味な作業であり継続性が求められるのである。産みの苦しみを感じるととも

に、地道な努力の必要性をひしひしと感じる4年間であった。ここでの経験を生かして、職場に戻って

もひたむきに努力し頑張りたい。

　中部産政研の皆様をはじめ、関係諸兄の皆様には、この場を借りてお礼申し上げます。4年間、どう

も本当に有難うございます。
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主任研究員

高　橋　若　葉

新任研究員紹介

　会員の皆様、はじめまして。9月15日付で全トヨタ労働組合連合会より派遣され、本会主任研究員と

して着任しました　高橋若葉です。1992年にトヨタ車体株式会社に入社し、最初の配属は生産管理部で

した。2002年からはトヨタ車体労働組合の専従執行委員となり、会社生活とはまた違う貴重な経験を積

んでまいりました。そして6年間、多くの人に支えられ、たくさんの感動をもらいました。

　産政研は、これまでの労働組合の活動とは異なることや、　「主任研究員」という肩書きにも、正直戸

惑っています。ただ、今までと違う何か新しいことが経験できること、また新しい人たちと出会えるこ

とにワクワクしています。

　中部産政研が発足し、20年が経ちました。諸先輩方が築き上げてきたこの歴史を大切にしながら、自

分なりに努力をしてまいりますので、皆様のご指導、ご鞭健のほどよろしくお願いいたします。

＜略歴＞

1969年5月

1990年3月

1990年4月

2002年9月

2008年9月

愛知県刈谷市生まれ

東海学園女子短期大学卒業

トヨタ車体株式会社入社

トヨタ車体労働組合　専従執行委員

全トヨタ労連常任執行委員着任と同時に（財）中部産政研派遣

現在、全トヨタ労連　総合政策室国際局　部長、　（財）中部産政研主任研究員

〈趣味〉

海外旅行、写真
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編集後記

　企業労使は、立場は異なるが、使が良ければ労も良く、労が良ければ使も良いというパートナー

であり、運命共同体の関係にある。一方、良好で健全な労使関係には、緊張感が必要である。堅実

な企業経営を行っている企業には、必ず言い難いことを率直に物言いする労働組合が存在するとい

う。言い難いことをハッキリ言って交渉するには、それなりの裏づけが求められる。そのために

は、職場の情報をタイムリーに収集し、実態を把握、分析して百戦錬磨の経営側と同じ土俵で議論

する力量が求められる。なかなか大変なことではあるが、　「労働組合の強さは、一言で言えば、職

場で何が起こっているかを誰よりも一番良く知っていること」にある。

　現場で人が育っているのか、育っていないなら何故か、職場で働く組合員の一人一人の声、気持

ちを聞き、生き生きと働き甲斐のある職場かどうか皆で考え議論する。問題があればまずは、職場

の管理者とよく話し合うことである。組合のカウンターパート機能とは、各職場でのこうした地道

で堅実な活動を積み重ねることであろう。職場の問題は、職場で解決するという「凡事の徹底」こ

そが今日のトヨタグループの実績に繋がっていると思う。　　　　　　　　　　　（河原真一）

　イチローが9月18日の試合でヒットを3本打ち、今シーズンも200本越えを達成した。これで8

シーズン連続200本以上となり、100年以上昔の大リーガー、ウィーリー・キーラーの名前をよみが

えらせた。これで日米通産3070本、張本勲氏のこれまでの記録3085本まで、残り15本となった（9

月18日現在）。残り試合11試合なので、季刊誌が発行される頃には、その記録を破っているかも知

れないし是非そう願いたい。ここで「たら、れば」を二つ。キーラーが活躍した100年前のルール

では、ファールはストライクでなかった。バットコントロールのうまいイチローなら、ボールを

カットして好球を待つことが可能で、もし同じルールだったらもっとヒットを打っていたかも知れ

ない。また、常に優勝争いをする強いチームにいたら、モチベーションが高くなって、もっと多く

ヒットを打ったかも知れないとも言われている。イチローのストイックでクールなプレースタイル

は全く変わらず、軸が全くプレない。打撃でのプレというよりも、野球に対する取組みの姿勢であ

る。いわば「ゾーン」に入っている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（矢辺憲二）

　全トヨタ労連での研修初日の朝、カバハウスのトイレで掃除をしてくださる方から先に「おはよ

うございます。」と挨拶をしてくれました。びっくりすると同時にとてもうれしくなりました。挨

拶を交わすことができると、少しその人と心が繋がったような気持ちになります。その人を知る

きっかけは挨拶だと思います。

　トヨタ車体㈱の富士松工場には「あいさつ通り」が各ショップにあります。そこを通るときは必

ずあいさつをしましょうと労使で設置し、あいさつ運動をしました。そのせいかどうかはわかりま

せんが、その「あいさつ通り」以外でも工場を歩いていると、多くの人が挨拶をしてくれて、以前

よりもうんと工場全体が明るくなったように感じています。

　挨拶は、子供のときから当たり前にできていたはずなのに、いつからか、恥ずかしいとか面倒だ

からとかで、積極的にやらなくなってしまった人がいるような気がします。

　以前行ったタイの山奥の学校の生徒、ホームステイした村の人たち、ケニアのマサイ族の村で

は、初めて会う見知らぬ私たちに変な顔をせず、笑顔で挨拶をしてくれました。挨拶がこんなにも

うれしいものなんだって改めて感じさせられた瞬間でした。あいさっはうれしい1！　（高橋若葉）
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火災の実態

出火件数・損害状況・死者数

　　　　　消防庁「平成19年（1月～12月）における火災の概要」より

年間出火数54，579件で、約10分に1件の割合

で発生。

損害額約1，254億円、1件あたり約230万円。

死者数2，001人、負傷者数8，　471人。

出火原因ごとの火災発生状況
消防庁「平成19年（1月～12月）における火災の概要」より

殴

M6，・86件

翌5，7・1件

5＊93，　i74件

団1，587件

11，117件

出火原因のトップは、放火・放火の疑い1

気をつけていても、自分では避けられない火災が意外に

多いのが現実。

自然災害の実態

日本各地で発生している自然災害

2007年7月16日
新潟県中越沖地震

マグニチュード6，8

全壊963棟
半壊903棟

一部破損10，857棟

マグニチュードア．0

全壊133棟

半壊244棟

一部破損8，620棟

消防庁より（2008年7月1日現在）

2004年9月
台風18号

建物全・半壊、一部壊

66，593棟

浸水
8，196棟

≦0。4年10月23♂ ぢ008年6月14日、

新潟県中越地震 岩手・宮城内陸地震

マグニチュード6，8 マグニチュード7．2

全壊3，175棟 全壊23棟
半壊13，775棟 半壊24棟

【部破損1°4・660励 一繍損772棟ノ

猛。7年3月25日、

能登半島地震

マグニチュード6．9

全壊638棟
半壊1，563棟

一部破損13，556棟

1995年1月17日
阪神淡路大震災

マグニチュード7．3

全壊104，906棟

半壊144，274棟

一部破損390，506棟

2004年10月
台風23号

建物全・半壊、一部壊
19，489番東

浸水
55，409季東

2005年9月
台風14号と豪雨

建物全・半壊、一部壊

7，687棟

浸水
20、739ヰ束

なにも対策していない人、
まだ間に合いますよ！

多

’　歳
　
　
斉

災
み
災

火
無昌

　全労済が火災共済を始めて50年。この間、制度改善をすすめながら、これまでに被災された
組合員の方々に少しでも早い生活再建ができるよう共済金をお支払してきました。

　この歴史ある火災共済と、さらなる安心のために生まれた自然災害共済が、皆さまのお宅の
住宅・家財保障設計にお役に立てていただけることと思います。

詳しくは、労働組合、または、お近くの全労済へお問い合わせください。

保障のことなら

全国労働者共済生活協同組合連合会

全労済は、営利を目的としない保障の生協として共済事業を営

み、組合員の皆さまの安心とゆとりある薯らしをめざしています。

すでに組合員は全国で1，390万人。出資金をお支払いいただ
いて組合員になれば、各種共済をご利用いただけます。

●このチラシは制度の概要を脱明したものです。
ご契約の際には「パンフレット」「ご契約のてびき」を必ず
ご覧ください。
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感編幽、山樋憾墨謡撫蕊崩藩絵、幽＿幽

未来へ届ける、エコの気持ち．豊田自動織機の環境技術。

私たちの製品開発の根底にあるもの、それは「環境への想い」。どんなときも地球環境の未来を考え、「想

い」を「カタチ」にしてきました。例えば、お客様の環境に対する意識の高まりに、豊富なラインナップ

でお応えする「フォークリフト※」。クルマの燃費向上のため、さらなる小型化・軽量化を追求する「カー

エアコン用コンプレッサー」。ハイブリッド車の進化を陰で支える「パワーエレクトロニクス部品」。他に

も繊維機械や自動車・エンジンなど、環境への取り組みはあらゆる分野で加速しています。人間だけを

幸せにする技術ではなく、すべてを幸せにする技術で、製品を、あなたの笑顔を、地球の未来を生み出し

ていく。私たちは豊田自動織機です。

※当社のフォークリフトは「トヨタL＆F」ブランドで販売されています。

機
㎜

織
脚

鵠㈱田
㏄

豊
縦

株
僻
〒448－8671愛知県刈谷市豊田町2－1www．toyota－shokki．co．jp

目
田

編集・発行所

中部産政研 発行日平成20年9月30日　発行人加藤裕治

国 財団法人中部産業・労働政策研究会

〒471－0833愛知県豊田市山之手8丁目131番地全労済豊田会館3階
TEL（0565）27－273　1　FAX（0565）27－2259ホームページhttp：／／www．sanseiken．com


	2008_079_産政研フォーラム_0001
	2008_079_産政研フォーラム_0002
	2008_079_産政研フォーラム_0003
	2008_079_産政研フォーラム_0004
	2008_079_産政研フォーラム_0005
	2008_079_産政研フォーラム_0006
	2008_079_産政研フォーラム_0007
	2008_079_産政研フォーラム_0008
	2008_079_産政研フォーラム_0009
	2008_079_産政研フォーラム_0010
	2008_079_産政研フォーラム_0011
	2008_079_産政研フォーラム_0012
	2008_079_産政研フォーラム_0013
	2008_079_産政研フォーラム_0014
	2008_079_産政研フォーラム_0015
	2008_079_産政研フォーラム_0016
	2008_079_産政研フォーラム_0017
	2008_079_産政研フォーラム_0018
	2008_079_産政研フォーラム_0019
	2008_079_産政研フォーラム_0020
	2008_079_産政研フォーラム_0021
	2008_079_産政研フォーラム_0022
	2008_079_産政研フォーラム_0023
	2008_079_産政研フォーラム_0024
	2008_079_産政研フォーラム_0025
	2008_079_産政研フォーラム_0026
	2008_079_産政研フォーラム_0027
	2008_079_産政研フォーラム_0028
	2008_079_産政研フォーラム_0029
	2008_079_産政研フォーラム_0030
	2008_079_産政研フォーラム_0031
	2008_079_産政研フォーラム_0032
	2008_079_産政研フォーラム_0033
	2008_079_産政研フォーラム_0034
	2008_079_産政研フォーラム_0035
	2008_079_産政研フォーラム_0036
	2008_079_産政研フォーラム_0037
	2008_079_産政研フォーラム_0038
	2008_079_産政研フォーラム_0039
	2008_079_産政研フォーラム_0040
	2008_079_産政研フォーラム_0041
	2008_079_産政研フォーラム_0042
	2008_079_産政研フォーラム_0043
	2008_079_産政研フォーラム_0044
	2008_079_産政研フォーラム_0045
	2008_079_産政研フォーラム_0046
	2008_079_産政研フォーラム_0047
	2008_079_産政研フォーラム_0048
	2008_079_産政研フォーラム_0049
	2008_079_産政研フォーラム_0050
	2008_079_産政研フォーラム_0051
	2008_079_産政研フォーラム_0052
	2008_079_産政研フォーラム_0053
	2008_079_産政研フォーラム_0054
	2008_079_産政研フォーラム_0055
	2008_079_産政研フォーラム_0056
	2008_079_産政研フォーラム_0057
	2008_079_産政研フォーラム_0058
	2008_079_産政研フォーラム_0059
	2008_079_産政研フォーラム_0060
	2008_079_産政研フォーラム_0061
	2008_079_産政研フォーラム_0062
	2008_079_産政研フォーラム_0063
	2008_079_産政研フォーラム_0064
	2008_079_産政研フォーラム_0065
	2008_079_産政研フォーラム_0066
	2008_079_産政研フォーラム_0067
	2008_079_産政研フォーラム_0068

